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第四銀行 プロフィール （2018年3月31日現在）
本店所在地 新潟市中央区東堀前通七番町 1071番地 1

創 立 1873 年（明治 6 年）11 月

総 資 産 5 兆 9,162 億円

資 本 金 327 億円

従 業 員 数 2,264 人
（出向者を含めた従業員数 2,328 人）

店 舗 網 121 店舗・駐在員事務所 1ヵ所（上海）
新潟県内 112店舗
（うち出張所 5ヵ所、仮想店舗 2店舗）
新潟県外 9店舗

A T M 網 店 舗 内 110ヵ所（423台）
店 舗 外 91ヵ所（112台）
セブン銀行ATM新潟県内 450ヵ所
　　　　　　　  全　　国 22,668ヵ所
ロ ーソンATM新潟県内 163ヵ所
　　　　　　　  全　　国 12,783ヵ所
イーネットATM新潟県内 96ヵ所
　　　　　　　  全　　国 12,894ヵ所
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平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
はじめに、「平成30年7月豪雨」により、尊い命を落とされた方々へ衷心よ

りお悔やみ申し上げますとともに、被災された皆さまに謹んでお見舞い申し
上げます。被災された皆さまの安全と被災地の一日も早い復興を心からお
祈り申し上げます。

このたび、当行へのご理解を一層深めていただくため、第四銀行ディスク
ロージャー誌「DAISHI REPORT 2018」を作成いたしましたので、ご高覧い
ただければ幸いに存じます。

前中期経営計画「ステップアップ 2nd Stage」では、「コンサルティング機
能の進化」を最重要戦術として取り組み、地方創生への貢献など、さまざま
な分野で成果をあげることができました。

一方で、銀行を取り巻く環境は、少子高齢化を伴う人口減少の想定を上回
るスピードでの進行や、金融緩和政策の長期化、デジタル化の進展など、変化のスピードが加速し、かつその多面性
や複雑性が増している異次元の大変革期にあると言えます。

このような環境変化に対応するため、今年度よりスタートした新中期経営計画「ステップアップ New Stage 
～変革と飛躍～」では、デジタライゼーションを活用した「業務改革」「店舗改革」「チャネル改革」を3つの柱とする「構
造改革」に取り組んでおります。この「構造改革」をはじめとする各種取り組みにより、お客さまへ最適な品質とサー
ビスをご提供する「お客さま第一主義」を実践し、お客さまから選ばれ続ける銀行に「変革」することを目指しており
ます。また、株式会社北越銀行との経営統合によって新たなステージへ「飛躍」していかなければならないと考えて
おります。
「構造改革」における「チャネル改革」の具体的な取り組みとして、本年4月より、お客さまの利便性向上を目的とし

て「インターネット支店」を開設するとともに、スマートフォン向けに「第四銀行口座開設アプリ」のご提供を開始いた
しました。今後も皆さまから、より便利に当行をご利用いただけるよう、サービスの向上に努めてまいります。

また、地域金融機関の役割・使命を果たし、地域とともに持続的に成長していくためには、「ESG（環境・社会・ガ
バナンス）」に配慮した取り組みが不可欠と考えております。本年2月には「ESG推進室」を新設し、5月には「第四銀
行グループ　ESGへの取組方針」を公表したほか、環境大臣賞を受賞した「グリーンATM」をはじめとする環境に配
慮した商品・サービスのご提供や、地方創生の実現に向けた活動などに積極的に取り組んでいます。

今後も、ESG経営を実践し、企業の社会的責任を果たしてまいる所存です。

当行は、本年3月に北越銀行と経営統合契約書を締結し、6月の両行株主総会でのご承認を経て、10月の「株式会
社第四北越フィナンシャルグループ」設立に向けた準備を着実に進めているところです。

本経営統合の第一の目的である「地域への貢献」の早期実現に向けて、役職員一丸となって取り組んでまいります。
加えて、地方銀行の広域連携の枠組みである「TSUBASAアライアンス」におけるさまざまな分野での戦略的連

携を一層加速させることで、付加価値の高いサービスのご提供に努めてまいります。

何卒、従来にもましてご支援を賜りますよう心からお願い申し上げます。
2018年7月

取 締 役 頭 取

ごあいさつ
頭取メッセージ
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新  ・  中　期　経　営　計　画

ステップアップ Ｎｅｗ Ｓｔａｇｅ
～ 変革と飛躍 ～

本計画では、少子高齢化を伴う人口減少の想定を上回るスピードでの進行や、金融緩和政策の長期化、並びにデ
ジタル化の急速な進展といった経営環境を踏まえ、重要経営課題の克服に向けて、前･中期経営計画における３つ
の基本戦略を継続し、「トップライン改革」を最重要戦略と位置づけ、「お客さま第一主義」のもと、IT技術を活用した

「業務改革」、「店舗改革」、「チャネル改革」を３つの柱とする「構造改革」に取り組んでまいります。
本計画の取り組みにより、「地域の実体経済の下支えをし、地域社会とお客さまの発展に貢献する」という地方銀行

としての使命を果たし、「共通価値」の創造を通じて、地域とともに持続的に成長していくことを目指してまいります。
この計画名称にある「変革と飛躍」は、大胆な「構造改革」をはじめとする各種取り組みにより、お客さまから選ばれ

続ける銀行に「変革」することを目指しており、また、北越銀行との経営統合という新しいステージへ「飛躍」していく
意志を表しています。

分　類 経営指標 2018年度（平成30年度）目標

収益性 連結当期純利益 ※1 116億円

成長性

中小企業向け貸出平残 1兆1,891億円

消費性貸出平残 7,980億円

非金利収益額 ※2 148億円

効率性

コア業務粗利益OHR 74.9％

連結ROE
（株主資本ベース ※3）

3.47％
（4.41％）

※  北越銀行との経営統
合によるシナジー効
果は織り込んでおり
ません。本年10月の
設立を予定している

「 第 四 北 越フィナン
シャルグループ」の経
営計画や今後の環境
変化を踏まえ、必要に
応じて弾力的に見直
す方針です。

※1 
親会社株主に帰属
する当期純利益。
※2 
役務取引等利益お
よび国債等債券損
益を除くその他業
務利益の合計額。
※3 
純資産額から「その
他有価証券評価差
額金」等を除いたも
のを分母とする。

基本戦略

計画期間

経営指標目標
（KPI）

2018年4月 ～ 2021年3月 （３年間）

人財力・組織力

Ⅱ

「全職員が強い危機意識を共有し
目標を達成する組織」

全職員が能力を最大限発揮する組織を構築し
地域貢献を通じてトップライン改革を実現する

目　指　す　姿

リスクマネジメント

Ⅲ

「リスクアペタイトに基づく
管理態勢への転換」

トップライン改革を支えるためのリスク
コントロールを実践する

目　指　す　姿

トップライン改革
Ⅰ

「共通価値の創造」

地域のお客さまへ良質なサービスを提供
することで安定的な収益基盤を構築する

目　指　す　姿

※次ページ参照最重要戦略

ステップアップ New Stage
新・中期経営計画
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構　造　改　革 コンサルティング力の強化

トップライン改革
「業務改革」「店舗改革」「チャネル改革」を3つの柱とする「構造改革」により、200名をコンサルティング
などの営業・企画部門（コア業務）へ再配置し、コンサルティング機能を一層強化していきます。

業務改革

「５
ファイブ

レス」
の実現

店舗改革

営業店を
コンサルティング
スペースへ改革

営業・企画部門
人員増強

コア業務への
人員シフト

人財育成

新たな
人財育成

プログラム
の構築

チャネル改革

非対面チャネル
により

お客さまの
利便性を向上

❶❶❶
❷❷❷
❸❸❸
❹❹❹
❺❺❺

最 重 要 戦 略

I T 技 術 の 活 用

お客さまへ最適な品質と
サービスを提供する 「お客さま第一主義」を実践

業務係・融資係から
200名を再配置

※1 「RPA」：Robotic Process Automationの略で、従来人手で行っていたパソコンの定型業務をソフトウェアロボットを活用し、自動化する取り組みを表す言
葉です。「デジタルレイバー（Digital Labor）」や「仮想知的労働者」とも言い換えられ、生産年齢人口の減少や働き方改革の経営課題を解決してくれる技術
として注目されています。

※2 「トレードオフ」：二律背反する事案を取捨選択すること。

　
新・中期経営計画
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株主の皆さま

地域社会お客
さま

従業
員

第四北越フィナンシャルグループの経営理念

お客さまへ 地域社会へ

株主の皆さまへ 従業員へ

経営資源の活用やコンサルティング
機能の強化による商品・サービスの

拡充、利便性の向上

両行のノウハウやネットワークの
活用による地域社会の発展への

永続的な貢献

挑戦・活躍する場を広げることによる
一人ひとりの働きがいの向上

経営統合効果による
新グループの企業価値の向上

私たちは

変化に果敢に挑戦し新たな価値を創造します

みなさまの期待に応えるサービスを提供し
地域社会の発展に貢献し続けます

信頼される金融グループとして 行動の規範（プリンシプル）

使命（ミッション）

あるべき姿・方向性（ビジョン）

第四銀行と北越銀行は、関係当局の許認可等が得られることを前提として、2018年10月1日に、両行の完全親
会社となる「株式会社 第四北越フィナンシャルグループ」を設立する予定です。

第四北越フィナンシャルグループの経営理念

経営統合によって、経営資源を強化することで、お客さまの利便性向上や企業価値最大化のご支援に取り組み、地方創
生、地域経済の発展への貢献を永続的に果たしていきます。

経営統合により期待される効果

※1 財務データや担保・保証に必要以上に依存することなく、地元企業の皆さまの事業内容や成長可能性などを適切に評価すること。
※2 地域資源(特産品や観光等)のブランド化を含め、生産・加工・販売までの一貫したプロデュースによって、地域内外への地域資源の情報発信や販売を行う会社。

お客さまへ還元される
経営統合の効果経営資源の強化

地方銀行の
役割・使命

地方創生、
地域経済の

発展への貢献

　経営の効率化　

営業人員の
増強

●   本部組織のスリム化
●   店舗配置の最適化

投資余力の
増強

●   システムや事務手続きの共通化

個人 ●   フィンテックを活用した利便性の高い
非対面サービスの提供

●   資産運用や資産承継・相続への専門
性を活用したアドバイスの充実

●   両行間振込手数料等の引き下げ 等

法人 ●   創業・事業承継・M&A支援の拡充
●   広範なネットワークによるビジネス

マッチング機会の増加
●   事業性評価※1に基づく地元企業向け

融資ファンドの設立 等

地域 ●   地元企業との共同出資による地域
商社※2の設立

●   地元企業への人材・ノウハウ支援
●   店舗最適化で生じた余剰スペースの

有効活用 等

　金融仲介機能および情報仲介機能の向上　

金融サービス力
の向上

●   ノウハウの相互活用
●   ITの効果的活用
●   グループ会社機能の活用

ネットワーク
の拡充

●   地域情報ネットワークの活用
　(取引先や県外店舗の相互活用)

北越銀行との経営統合
トピックス
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経営統合の概要

統合の方法
●   両行を株式移転完全子会社、新規に設立する共同持株会社を株式移転完全親会社とする共同株式移転の

方式となります。
●   株式移転の効力発生日（2018年10月1日）から約2年後を目途に両行の合併を行うことを基本方針とします。

株式移転比率 ● 第四銀行の普通株式1株に対して、共同持株会社の普通株式1株を、
　 北越銀行の普通株式1株に対して、共同持株会社の普通株式0.5株を株主さまへ割当交付します。

2018年5月に「にいがた 食と総合ビジネス商談会（しょくBiz！）～未来
に向けた生産性向上～」を北越銀行と共同開催しました。これまで当行が
2010年より8回に渡り開催してきた「にいがた 食・環境・健康の展示商
談会（しょくエコプラス！）」について対象業種を拡大し、すべての業種の皆
さまに自社製品・技術のＰＲと商談の機会をご用意するとともに、AI・IoT
の活用など「生産性向上」につながる最新の情報をご提供しました。新潟
県内最大規模となる本商談会には、2,685名よりご来場いただいたほか、
県内外のバイヤーを招いて566件の個別商談会を実施しました。

URL : https://www.shoku-biz.jp/

「しょくBiz！」来場者募集の
ご案内

出展ブースの様子

個別商談会の様子

よくあるご質問

北越銀行との経営統合に関するよくあるご質問を当行ホームページに掲載しています。

URL : https://www.daishi-bank.co.jp/inquiry/tougou/qa.php

　経営統合の形態　

新潟県内最大規模となる商談会を北越銀行と共同開催
「にいがた 食と総合ビジネス商談会（しょくBiz!）～未来に向けた生産性向上～」

株式移転計画の承認決議(両行の定時株主総会)2018（平成30）年  6月26日

株式移転計画書の作成に係る決議(両行の取締役会)2018（平成30）年  5月11日

株式移転に関する最終契約締結2018（平成30）年  3月23日

両行上場廃止日2018（平成30）年  9月26日 予定

持株会社の成立日および上場日2018（平成30）年 10月 1日 予定

両行合併持株会社設立から約2年後を目途 予定

第2ステップ　 銀行の合併およびグループ会社の最適化

第1ステップ　 共同株式移転による持株会社設立

最終契約締結時の記者会見

　経営統合に向けたスケジュール　

　
トピックス
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収益の状況

預金・貸出金の状況

新潟県内のお客さまからお預け入れいただいた預金を
中心に増加し、2018年3月末の預金等残高（含む譲渡性
預金）は4兆8,401億円となりました。

お客さまの資金ニーズに積極的にお応えした結果、
2018年3月末の貸出金残高は3兆2,461億円となりました。

コア業務粗利益は、法人向け役務収益および預り資産
などの非金利収益の増加を主な要因として、前期比１１億
円増益の５７４億円となりました。

コア業務純益は、経費の減少などにより、前期比２３億円
増益の１５８億円となりました。

経常利益は、株式等関係損益が増加したことに加え、
ネット信用コストが減少したことなどから、前期比３４億円
増益の１８６億円となりました。

当期純利益は、法人税等関連費用が増加したものの、
経常利益の増加を主な要因として、前期比２０億円増益の
１３４億円となりました。

経常利益
経常収益から経常費用を差し引いたもので、通常の営業活動
によって得られた利益
当期純利益
経常利益から特別損益や税金等を差し引いた最終的な利益

コア業務粗利益
預金、貸出金、有価証券などの利息収支である「資金利益」、手
数料などの収支である「役務取引等利益」、それ以外の業務の
収支である「その他業務利益」を合計した利益から、国債等債
券損益を控除した利益
コア業務純益
コア業務粗利益から人件費や物件費などの経費を差し引い
た銀行本来の業務から得られる利益

コア業務粗利益・コア業務純益 経常利益・当期純利益

預金 貸出金

48,401
47,410

45,634
44,765

47,140
46,071

2017年3月期2016年3月期 2018年3月期

20,000

10,000

40,000

30,000

50,000

0

（億円）
全店 うち新潟県内

32,461

23,614

29,612

21,720

31,551

22,972

2017年3月期2016年3月期 2018年3月期
0

10,000

5,000

15,000

25,000

20,000

30,000

35,000

全店 うち新潟県内
（億円）

135

563

185

599

158

574

2017年3月期2016年3月期 2018年3月期
0

200

400

600

800

コア業務粗利益 コア業務純益
（億円）

134

186

142

217

114

152

50

150

200

100

250

0
2017年3月期2016年3月期 2018年3月期

経常利益 当期純利益
（億円）

業績ハイライト

2018年3月期決算の概要

6 DAISHI REPORT 2018

【 第四銀行様 】　ディスクロージャー本誌 ［企画編］　2018年3月期（平成29年度期末）
○タテ297 × ヨコ210mm（A4）　○計36頁（表紙4頁＋本文32頁）　○表紙４c／本文４c　○無線綴

2018.07.18
入稿



健全性の状況

当行が採用する国内基準で
は4％以上の水準であることが
求められていますが、単体・連
結共に十分な水準を確保して
おり、引き続き高い健全性を
維持しています。

自己資本比率
貸出金などの資産（リスクアセッ
ト）に対する自己資本の割合で、
健全性を表す重要な指標

格付
企業が発行する債券（社債等）の
債務履行の確実性について、公正
な第三者である格付機関が評価
し、その結果を簡単な記号で表し
たもの
企業の信用度や安全性を客観的
に評価した、重要な指標の一つ

要管理債権
破産更生等債権や危険債権を除く、
3ヵ月以上延滞債権および貸出条
件緩和債権
危険債権
債務者が経営破綻の状況には
至っていないが、財政状態や経営
成績が悪化し、契約に従った債権
の元本回収や利息の受け取りが
できない可能性の高い債権
破産更生等債権
破産手続開始、更生手続開始、再
生手続開始の申し立て等の事由
により経営破綻に陥っている債
務者に対する債権およびこれら
に準ずる債権

日本格付研究所（ＪＣＲ）からは
「ＡＡ－」（長期優先債務格付）
を、ムーディーズ社（Moody’s）
からは「A2」（長期預金格付）を
取得しています。

2018年3月末の金融再生法
に基づく不良債権残高（金融再
生法上の開示債権）は432億
円、不良債権比率は1.29%と
なりました。

お客さまの経営改善支援に
本部と営業店が連携して取り
組んでいます。

不良債権の状況

格付

自己資本比率

国内基準

2017年3月期2016年3月期

4%

10.79%10.16%
11.48%10.83%

2018年3月期

10.25%9.65%

単体自己資本比率 連結自己資本比率

Caa

Ca

C

B

Ba

Baa

Aa

A

Aaa 第四銀行

A2

A3

A1
第四銀行

AA

AA-

AA+

D

CCC

CC

C

B

BB

BBB

AA

A

AAA

●日本格付研究所（JCR） ●ムーディーズ（Moody's）

2017年3月期2016年3月期 2018年3月期

1.29％

573
億円 523

億円
432
億円

1.88％ 1.61％

危険債権要管理債権 破産更生等債権
不良債権比率

（2018年6月末現在）

業績ハイライト

7DAISHI REPORT 2018

【 第四銀行様 】　ディスクロージャー本誌 ［企画編］　2018年3月期（平成29年度期末）
○タテ297 × ヨコ210mm（A4）　○計36頁（表紙4頁＋本文32頁）　○表紙４c／本文４c　○無線綴

2018.07.18
入稿



だいしのＥＳＧレポート
第四銀行グループは、持続可能な社会の実現に向けてその社会的責任を果たすため、ESG

（環境・社会・ガバナンス）に関する社会的課題の解決に積極的に取り組むとともに、国際連合
が提唱するSDGs※（持続可能な開発目標）の達成に貢献することで、地域とともに持続的に成長
していくことを目指してまいります。

※「SDGs」：Sustainable Development 
Goals（持続可能な開発目標）の略称。
2015年9月に国連サミットにおいて採択
され、国連に加盟する193カ国すべての
国がその目標達成に向けた取り組みを行
うことが決定している。2030年までの
15年間で、あらゆる形態の貧困に終止符
を打ち、不平等と闘い、気候変動に対処し
ながら、誰も置き去りにしないことを確保
するための取り組みとして、17の目標と
169のターゲットから構成されている。

Ｅ Environment（環境）　　
環境への取り組み 9

Ｓ Social（社会）　　　

社会的使命を果たすための取り組み 12
地域密着型金融 ～地域の皆さまと共に～ 12

「中小企業の経営支援および地域の活性化に
関する取組方針」ならびに「金融仲介機能の
ベンチマーク（2017年度）」の活用について 12
Ⅰ 顧客企業に対する経営支援・
　 コンサルティング機能の発揮 13
Ⅱ 円滑な資金供給など金融仲介機能の発揮 15
Ⅲ 地域の活性化への積極的な取り組み 17
Ⅳ 地域や利用者に対する積極的な情報発信 19

社会貢献・お客さま満足度の向上に向けて 20
市場価値の向上に向けて
　～株主の皆さまへ～ 22
従業員満足度の向上に向けて
　～ワーク・ライフ・バランスの推進～ 23

Ｇ Governance（ガバナンス）
コーポレートガバナンス強化に向けた取り組み 24

リスク管理体制 26
コンプライアンス体制 28

●CONTENTS
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第四銀行グループは、地盤とする新潟県の豊かで美しい自然環境を守るとともに、持続可能な社会
の実現に貢献していくため、グループを挙げて、環境保全に取り組むお客さまを支援し、併せて、企業
市民として地域の環境保全活動や地球環境問題に積極的に取り組んでまいります。

環境に関連する法規制や方針等を遵守し、環境への影響を十分配慮
した取り組みを行います。法令等遵守1

環境負荷の軽減に向けて目標を定め、省エネルギー・省資源・リサ
イクル活動等により、環境改善に向けた活動を継続的に推進します。環境負荷軽減活動の推進2

環境に配慮した商品・サービスの開発等を通じて、総合金融サービ
スを提供し、環境保全に取り組むお客さまを支援します。本業を通じたお客さま支援3

当行グループの全役職員は環境問題に対する認識を深め、環境保
全を意識した行動を実践します。環境保全行動の実践4

第四銀行グループ環境方針

基 本 理 念

行 動 指 針

Environment
環境

地盤とする新潟県の豊かで美しい自然環境を守るとともに、持続可能な社会の実

現に貢献していくため、環境保全に取り組むお客さまを支援するとともに、企業市

民として地域の環境保全活動や地球環境問題に積極的に取り組んでまいります。

新潟県カーボン・オフセット※1制度のさらなる活用・促進
を図るため、2018年1月に新潟県と「新潟県カーボン・オフ
セット制度 コーディネーターに関する協定」を締結しまし
た。あわせてカーボン・オフセットクレジット※2（以下、クレ
ジット）を有する森林事業者等※3と「新潟県カーボン・オフ
セット制度 コーディネーターにおける紹介業務に関する契
約」を締結し、当行は「コーディネーター」として、地球温暖化
対策などに取り組むお客さまに対して、クレジットの売買・
活用を紹介しています。

※1   「カーボン・オフセット」：日常生活や経済活動において排出されるCO2等
の温室効果ガスについて、どうしても削減できない排出量を、別の場所で
削減されたCO2排出量を購入することにより、埋め合わせる（オフセットす
る）という考え方。

※2   「カーボン・オフセットクレジット」：新潟県内の森林事業者等による活動
（カーボンオフセット・プロジェクト）において認定されるCO2排出削減・吸
収量。

※3   「森林事業者等」：公益社団法人新潟県農林公社、津南町森林組合、阿賀
町、魚沼市、南魚沼市の５団体。

新潟県カーボン・オフセット制度に関する協定等の締結

新潟県
カーボン・オフセット協定式

「使えば使うほど、環境へ貢献できるATM」をコンセプトと
して、ATMのご利用1件につき20gのCO2を、新潟県内のク
レジットでカーボン・オフセットする「グリーンATM」に継続
して取り組んでいます。

2018年3月末時点で、新潟県内19ヵ所に43台設置してお
り、2014年8月の取り組み開始以来、温室効果ガス約167ｔ
をオフセットしました。

グリーンATM

2018年3月末
カーボン･オフセット実績

167 t （2014年8月以降の累計）

「新潟県カーボン・オフセット」
のご案内

Environment（環境）

環 境  環境への取り組み
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2018年4月に「インターネット支店」を開設し、スマート
フォン向け「口座開設アプリ」の取り扱いを開始しました。 
「インターネット支店」は従来型の店舗と異なる、インター

ネット上の仮想店舗です。ご来店することが難しいお客さま
も、預金口座の開設やローンのお申し込みからご契約まで
のお手続きが可能となりました。また、「口座開設アプリ」で
は、来店不要で「インターネット支店」や新潟県内の当行本支
店の口座を開設できます。

スマートフォン向け「だいし銀行アプリ」を「にいがたタウ
ン情報アプリ」としてリニューアルしました。より一層身近に
ご利用いただけるよう、通常の銀行お取り引きメニューに加
え、新潟県内のグルメ情報、おでかけ情報のほか、新潟県内
の飲食店や国内レジャー施設などでご利用いただける割引
クーポンなど、数多くのコンテンツを掲載しています。当行
とお取り引きがない方にもご利用いただけます。

投資信託・生命保険のペーパーレス販売の開始

インターネット支店の開設、スマートフォン向けアプリの充実

にいがたタウン情報アプリ

iPhoneは
こちら

Androidは
こちら

口座開設アプリ

iPhoneは
こちら

Androidは
こちら

2018年1月より、投資信託および生命保険についてお客
さまへのご提案から契約まで全てをタブレット端末にて受け
付けるサービスを開始しました。お客さまへのご提案から
ご意向の確認、商品選定、資金決済等の一連の手続きをタ
ブレット端末で完結させるのは県内金融機関初の取り組み
です。

タブレット端末による画面上でのご確認と電子サインによ
り、“印鑑レス”“ペーパーレス”でお手続きを完了することが
でき、お客さまの書類へのご記入・ご捺印の負担軽減とお
手続きの時間短縮を実現します。

タブレット端末によるペーパーレス販売

環境に配慮した商品・サービスの拡充のため、新たに
2018年1月より個人のお客さま向けに「通帳不発行口座（愛
称：グリーン口座）」の取り扱いを開始しました。

本口座は通帳を発行しないため、記帳や繰越のお手続き

が不要で、紙やCO2の削減につながる環境にやさしい口座
です。また、紛失・盗難の心配もないことから、多くのお客
さまから新規お申し込みや既存口座からのお切り替えをい
ただいています。

グリーン口座

Environment（環境）

環 境  環境への取り組み
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第四銀行グループである第四証券において、2017年9月
に世界銀行が発行する「グリーンボンド」（インドルピー建）を
販売しました。
「グリーンボンド」は、地球温暖化に苦しむ開発途上国を支

援するために発行され、その資金は温室効果ガスの排出削
減などに対処する世界銀行の開発プロジェクトへの融資に
活用されます。

本商品は「TSUBASA金融システム高度化アライアンス」
加盟各行のグループ証券子会社の共同施策として開発した
商品で、当行も金融商品仲介業務（紹介型仲介）を通じて本
商品を取り扱いました。

2017年6月に策定・公表した「お客さま本位の業務運営
に関する基本方針」のもと、中・長期的な資産形成をご支援
するため、バランス型ファンドを中心に投資信託商品のライ
ンアップを拡充しました。

また2018年7月には、ESG投資の拡大が期待される日本
株式を投資対象とするファンド「三井住友・日本株式ESG
ファンド〔分配金再投資コース〕」（運用会社：三井住友アセッ
トマネジメント）の取り扱いも開始しました。多様化する運
用ニーズにお応えするため、今後も投資信託商品のライン
アップの拡充を図っていきます。

「省エネ設備応援資金」や「グリーンATM」をはじめとした、
環境負荷低減に対する取り組みが高く評価され、「環境省

『持続可能な社会の形成に向けた金融行動原則（21世紀金
融行動原則）』」および、「環境省『第5回 カーボン・オフセッ
ト大賞』」において、いずれも最高賞となる「環境大臣賞」を
受賞しています。

環境大臣賞の受賞

世界銀行「グリーンボンド」の取り扱い

投資信託商品のラインアップを拡充

地域の緑豊かな森を未来へつないでいく
ため、森林保全活動に取り組んでいます。
2009年度より活動している新潟県東蒲原郡
阿賀町の「だいしの森」に加え、2017年度よ
り新潟県胎内市の荒井浜森林公園において
植栽活動を開始しました。

2017年10月には、当行の役職員とその
家族総勢571名が参加し、広葉樹500本を
植栽しました。

引き続き、地域の環境保全活動に積極的
に取り組んでいきます。

だいしの森づくり活動

世界銀行「グリーンボンド」の
ご案内

三井住友アセットマネジメント
「三井住友・日本株式ESGファンド
〔分配金再投資コース〕」

Environment（環境）
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当行では、「ベストバンクとして地域に貢献し、親しまれ、信頼される銀行」を企業理念の一つに掲げており、「金
融仲介機能・コンサルティング機能の発揮」や「地域の面的再生への積極的参画」を通じて、地域の中小企業（小
規模事業者を含む）の経営支援や地域の活性化に貢献していくことが当行の社会的責任と考えております。

お客さまの経営支援および地域の活性化を進めるにあたり、以下の４つを重点項目とし、お客さまに総合金融
サービスを円滑に提供することによって、地域社会・経済の発展への貢献を目指してまいります。

さらに、金融仲介機能の発揮をはじめとした地域密着型金融への取り組みについて、「金融仲介機能のベンチ
マーク」も活用しながら、客観的に自己評価を行い、お客さまの企業価値のさらなる向上に向けて、PDCA管理を
強化してまいります。

「中小企業の経営支援および地域の活性化に関する取組方針」ならびに
「金融仲介機能のベンチマーク（2017年度）」の活用について

共通ベンチマーク 全ての金融機関が金融仲介の取り組みの進捗状況や課題等を評価するための指標

選択ベンチマーク 各金融機関が自身の事業戦略やビジネスモデル等を踏まえて選択できる指標

独自ベンチマーク 金融仲介の取り組みを自己評価するうえで、より相応しい指標がある場合に、
金融機関が独自で設定できる指標

金融仲介機能のベンチマーク

取引先企業のニーズや課題に応じた融資やソリューション（解決策）の提供等、金融機関における金融仲介機
能の発揮状況を客観的に評価する指標のことです。

顧客企業に対する経営支援・コンサルティング機能の発揮

円滑な資金供給など金融仲介機能の発揮

地域の活性化への積極的な取り組み

地域や利用者に対する積極的な情報発信

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

中小企業の経営支援および地域の活性化に関する取り組み方針

※「金融仲介機能のベンチマーク」（2017年度）については、次頁の各項目に関連する箇所に記載しています。
※次頁に記載の先数については、注意書きがない限り、第四銀行単体での計数を記載しています。

Social
社会

地域、社会の期待に応える幅広い金融サービスの提供によって地域の実体経済

を支えていくとともに、地域、社会のニーズを踏まえ、多様な人材をはじめとす

る経営資源を活かした地域社会の発展に資する活動に取り組んでまいります。

地方創生の実現に
向けた取り組み  地域密着型金融 ～地域の皆さまと共に～

Social（社会）

社会的使命を果たすための取り組み
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ライフステージに応じた取引先企業の支援を積極的に行っています
地域の中小企業は、地域社会・地域経済を支える柱として重要な役割を担っておられます。
当行は、地域の中小企業のライフステージに応じた経営支援に積極的に取り組み、地域経済の発展に貢献してまいります。

顧客企業に対する経営支援・コンサルティング機能の発揮Ⅰ

ライフステージ別の
取引先数および融資残高

全与信先

創業期 成長期 安定期 低迷期 再生期

共通

与信先数
2016年度 18,282 先 804 先 799 先 8,735 先 530 先 2,190 先

2017年度 18,530 先 972 先 722 先 8,794 先 631 先 1,998 先

融資残高
2016年度 19,046 億円 866 億円 1,338 億円 11,760 億円 450 億円 1,228 億円

2017年度 19,631 億円 1,048 億円 1,246 億円 11,400 億円 739 億円 1,143 億円

2016年度 2017年度

共通

当行がメインバンク（融資残高1位）である
取引先数・融資残高 （注：先数はグループベース） 6,008 先 9,348 億円 6,256 先 9,890 億円

上記のうち、経営指標等が改善した取引先数
（注：先数はグループベース） 4,698 先 4,943 先

上記のうち、経営指標等が改善した取引先の
3年間の融資残高推移

2014年度 2015年度 2016年度 2015年度 2016年度 2017年度

7,812 億円 8,194 億円 8,232 億円 8,301 億円 8,637 億円 8,745 億円

選択

全取引先数と地域別取引先数の推移
新潟県内 新潟県外 合計 新潟県内 新潟県外 合計

16,760 先 1,522 先 18,282 先 16,845 先 1,685 先 18,530 先

メイン取引（融資残高1位）先数の推移、
および全取引先数に占める割合

メイン取引先数 全取引先数に
占める割合 メイン取引先数 全取引先数に

占める割合

7,912 先 43.3 ％ 8,744 先 47.2 ％

メイン取引先のうち
経営改善提案を行っている先の割合 14.4 ％ 23.9 ％

全与信先に占める
金融商品の販売を行っている先の割合、
および行っていない先の割合

金融商品の販売を
行っている先の割合

金融商品の販売を
行っていない先の割合

金融商品の販売を
行っている先の割合

金融商品の販売を
行っていない先の割合

9.2 ％ 90.8 ％ 13.4 ％ 86.6 ％

取引先の本業支援に関連する評価について、
支店の業績評価に占める割合 13.4 ％ 15.5 ％

2016年度 2017年度

選択

本業（企業価値の向上）支援先数および全取引先数
に占める割合 （注：先数はグループベース） 1,675 先 10.6％ 3,132 先 19.6％

ソリューション提案先数と全取引先数に占める割合
（注：先数は第四銀行グループ全体） 2,203 先 13.9％ 3,515 先 21.9％

ソリューション提案先の融資残高と
全取引先の融資残高に占める割合 5,173 億円 27.2％ 5,968 億円 30.4％

地元への企業誘致支援件数 − ※ 303 件

中小企業に対する経営人材・
経営サポート人材・専門人材の紹介数 28 人 44 人

※2017年度から計測を開始したため、2016年度は「−」で表示しています。

Social（社会）
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想定される
主な課題・ニーズ 主なソリューション提案内容

人材の確保 外部機関との連携による
人材マッチング・人材育成

資金調達・
リスクヘッジ

増加運転・設備資金支援、
デリバティブ・金利スワップ

商品開発・
高付加価値化

専門家アドバイス（省エネ診断、
産学連携、経営全般）

想定される
主な課題・ニーズ 主なソリューション提案内容

新市場開拓 外部機関と連携した
新規事業展開支援

後継者・M&A 事業承継、M&A支援

資金調達
シンジケートローン、
私募債、流動化、ABLなど
多様な調達支援

想定される
主な課題・ニーズ 主なソリューション提案内容

資金調達 ベンチャーファンド、
制度融資・保証制度の活用

販路開拓 商談会・ビジネスマッチング、
「ブリッジにいがた」の活用

情報・相談環境 助成金情報、
JETROの海外情報提供

創　業　期

成　長　期

安　定　期

技術や商品、サービスのほか、ビジネスモ
デルの独自性・成長性を踏まえて、創業・
新事業開拓を目指す企業の支援を行ってい
ます。

2017年11月よりグループ会社であるだ
いし経営コンサルティング株式会社と連携
し、新潟県内で創業（第二創業を含む）予定
のお客さま、創業期から成長期にあるお客さ
まを、一貫してご支援するプログラムである

「ニュービジネス・ワンストップサポートプロ
グラム」を開始しました。また、創業や新事
業をお考えの皆さまに向けた各種セミナー
を積極的に開催しています。

環境・健康・農業・観光などを成長分野
と位置づけ、商談会やビジネスマッチングな
ど、お客さまの販路拡大に向けたさまざまな
支援策を実施しています。県内はもちろん、
県外や海外での商談会、ビジネスサポートに
も積極的に取り組んでいるほか、各種ファン
ドを活用した資金調達支援、事業の高付加
価値化に向けたセミナーなどを開催してい
ます。

2018年３月に、事業承継に向けたご相談
に対する支援を強化することを目的として、
親族内の承継、役員・従業員への承継、
M&A等について幅広くワンストップでサ
ポートする「事業承継サポートプログラム」を
開始しました。

また、だいし経営コンサルティング株式会
社をはじめ、さまざまな外部機関と連携し、
お客さまの経営課題の解決に向け、事業承
継やM&Aのサポートを行っています。

そのほか、シンジケートローンや私募債な
ど、お客さまのニーズに合ったさまざまな資
金調達手段をご提案しています。

2016年度 2017年度

共通 取引先の創業に関与した件数 398 件 740 件
取引先の二次創業に関与した件数 3 件 41 件

選択 取引先の本業支援に関連する中小企業支援策（補助金の申請等）の
活用を支援した先数※ 438 先 100 先

※  2017年度に減少した主な要因は、中小企業庁が実施する「ものづくり補助金」の公募回数の減少によるものです
（2016年度2回→2017年度1回）。

2016年度 2017年度

選択
地元企業向けの販路開拓支援 615 先 593 先

販路開拓支援を行った先数 地元企業以外向けの販路開拓支援 355 先 669 先
海外企業向けの販路開拓支援 324 先 688 先

2016年度 2017年度

選択 事業承継支援先数（自社株評価やコンサルティング契約先数） 182 先 208 先
M&A支援先数 48 先 52 先

Social（社会）

地方創生の実現に
向けた取り組み  地域密着型金融 ～地域の皆さまと共に～
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円滑な資金供給など金融仲介機能の発揮Ⅱ

想定される
主な課題・ニーズ 主なソリューション提案内容

需要の減少・低迷 経営改善計画策定支援、
経営力増進セミナー開催

本業の不振 中小企業再生支援協議会を
活用した再生支援

資金調達 ABL、事業再生ファンド活用

低迷期・再生期

お客さまと経営上の問題点や課題などを
共有し、多面的な検討を通じ、最適なソリュー
ションの提案や経営改善計画の策定支援を
行っています。計画策定後は、計画達成に向
けたフォロー活動を継続しています。

また、外部機関や外部専門家との連携を
強化し、最適な再生手法の活用や枠組みの
設計など、コンサルティング機能の発揮を通
じて、お客さまの迅速な事業再生に取り組ん
でいます。

2016年度 2017年度

選択

本業支援先のうち、経営改善が見られた先数 948 先 1,962 先

REVIC（地域経済活性化支援機構）と
中小企業再生支援協議会の利用先数

REVIC 11 先 9 先
中小企業再生支援協議会 4 先 9 先

破綻懸念先の平均滞留年数 5.0 年 5.3 年
独自 債務者区分が破綻懸念先からランクアップした先数 141 先 184 先

2016年度 2017年度

共通
貸付条件の変更を行っている中小企業数 2,097 先 1,928 先

上記先の経営改善計画の進捗状況 好調先 順調先 不調先 好調先 順調先 不調先
252 先 565 先 1,280 先 231 先 627 先 1,070 先

※不調先には、経営改善計画を策定していない先（2016年度1,118先、2017年度861先）を含みます。

金融円滑化への取り組み
当行では、地域金融機関として公共性・社会的責任と使命を十分認識し、業務の健全かつ適切な運営の確保に配慮しつ

つ、適切かつ積極的な金融仲介機能を果たすため、「金融円滑化に関する基本方針」を定め、金融円滑化に取り組んでいます。

新規お借入や借入条件変更等への対応
お客さまから、新規お借入や借入条件の変更等のご相談や、お申し込みを受け付けた場合は、真摯に対応します。
ご相談や、お申し込みを受け付けた場合には、決算書等の表面的事象のみで判断するのではなく、技術力や販売力、将来

性等、経営実態や事業価値をきめ細かに把握するよう努め、適切な審査を行います。
他の金融機関から、お借入されている場合は、お客さまの同意を得た上で、当該金融機関（信用保証協会等を含みます）と

緊密な連携を図るよう適切に対応しています。

Social（社会）
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当行では、事業性評価を「目利き能力を発揮して、取引先
の事業性を評価し、成長支援や経営改善支援を行うことで、
地域の実体経済の下支えをするとともに、地域社会や取引
先の発展に貢献すること」と定義しており、態勢整備や人材
育成に積極的に取り組んでいます。

2017年６月には事業性評価の定着に向けた制度融資とし
て「地域産業振興ファンド」「じもとファンド」を新設しました。
取引先の課題解決や目標達成に向けて金融仲介機能を発揮
し、企業価値の向上や生産性の向上に積極的に取り組んで
います。

事業性評価に向けた取り組み

企業支援検討会

お客さまの事業内容や、想定され
る経営課題、およびその解決策を
部店長席以下、営業担当者全員で
意見交換を行う検討会

地域経済活性化支援機構
（REVIC）との連携

REVICより専門的なノウハウを有
する人材の派遣を受け、REVICの
知見などを活用し、多面的な経営
支援を行うための連携

【 事業性評価に向けた主な取り組み 】

2016年度 2017年度
選択 「経営者保証に関するガイドライン」の活用先数と全与信先に占める割合 1,691 先 9.2 ％ 1,569 先 8.6 ％

2016年度 2017年度

選択

地元の中小企業与信先のうち、
無担保与信先数および無担保融資額の割合

無担保与信
先数の割合

無担保融資額
の割合

無担保与信
先数の割合

無担保融資額
の割合

53.4 ％ 23.4 ％ 54.3 ％ 24.7 ％
地元の中小企業与信先のうち、根抵当権を設定していない与信先の割合 70.7 ％ 72.1 ％
地元の中小企業与信先のうち、無保証のメイン取引先の割合 3.0 ％ 3.3 ％

中小企業向け融資のうち、
信用保証協会保証付き融資額の割合、および100％保証付き融資額の割合

保証付き融資額
の割合

100％保証付き
融資額の割合

保証付き融資額
の割合

100％保証付き
融資額の割合

9.7 ％ 2.8 ％ 7.6 ％ 1.9 ％
ファンド（創業・事業再生・地域活性化等）の活用件数 6 件 7 件

2016年度 2017年度

共通 事業性評価に基づく融資を行っている与信先数・融資残高 1,703 先 5,640 億円 2,665 先 6,737 億円
上記計数の全与信先数・融資残高に占める割合 9.3 ％ 29.6 ％ 14.4 ％ 34.3 ％

選択

事業性評価の結果やローカルベンチマークを提示して
対話を行っている取引先数 2,304 先 3,502 先

運転資金に占める短期融資の割合 26.7 ％ 31.0 ％
外部専門家を活用して本業支援を行った先数 18 先 33 先

取引先の本業支援に関連する研修等の実施回数、
同研修等への参加者数、および資格取得者数

研修等の
実施回数

研修等への
参加者数

資格
取得者数

研修等の
実施回数

研修等への
参加者数

資格
取得者数

48 回 442 名 207 名 70 回 922 名 306 名
独自 融資相談受付日から顧客への回答実施日までの平均日数 10.9 日 9.8 日

不動産担保や保証に過度に依存しない融資手法の活用
お客さまの成長や経営改善に寄与するため、技術力、販売力、将来性等の事業価値や経営実態をきめ細かく把握するよう

に努めるとともに、必要に応じて動産、売掛金などの資産を活用するなど、不動産担保や保証に過度に依存しない融資に取
り組んでいます。

「経営者保証に関するガイドライン」への取り組み
「経営者保証に関するガイドライン」の趣旨や内容を十分に踏まえ、経営者保証に依存しない融資の一層の促進に取り組ん

でいます。

Social（社会）

地方創生の実現に
向けた取り組み  地域密着型金融 ～地域の皆さまと共に～
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「 　 まち・　 ひと」の 創 生

「産・官・学・金」連携による取り組み
将来的な新潟県内就職率の向上や大学と企業との共同研究の土壌作り促進を目的として、新潟大学や自治体などと連携

し、県内企業と大学生が交流する機会を積極的に設けています。
2017年6月には、県内企業6社のご協力を得て、県内主要

産業である農業・食品産業のサプライチェーンを通じて業界
全体を学ぶためのカリキュラム（新潟大学創生学部の学外授
業）構築をサポートしました。

また前年度に引き続き新潟大学の学生を対象とした「県内
企業見学・交流事業」を実施しました。2017年度は新発田市、
上越市、小千谷市の3市で実施し、企業見学を中心に社員の
方々との交流を深めました。

地域の活性化への積極的な取り組みⅢ
第四銀行グループでは、地方創生の実現に向け、国・地方公共団体の総合戦略推進に協力し、「まち・ひと・しごと」の好

循環に結びつく施策に対して、グループを挙げて積極的に取り組んでいます。

「みらい応援私募債」・
「地方創生私募債」の

発行から
寄贈・寄付までの流れ

「地方創生私募債」
 新潟県
 各市町村

「みらい応援私募債」
 地域の小・中学校など

発行企業さま

新聞媒体

私募債発行
寄贈先・寄付先、支援事業の
ご希望を確認

発行企業さまと
第四銀行の連名で寄贈・寄付

発行企業さまと
第四銀行の連名で寄贈・寄付

寄贈・寄付の調整寄贈・寄付の調整プレスリリース

新聞広告による
PR（後日）

「地方創生私募債」
ご案内チラシ

「みらい応援私募債」
ご案内チラシ

2016年度 2017年度

独自
みらい応援私募債発行件数と発行金額 85 件 92 億円 106 件 101 億円

2013年9月の取扱開始からの累計 422 件 419 億円

地方創生私募債発行件数と発行金額 53 件 86 億円 43 件 38 億円
2016年7月の取扱開始からの累計 96 件 124 億円

▶

▶

みらい応援私募債・地方創生私募債
私募債発行手数料の一部を使い、私募債発行企業とともに地域の学校へ図書やスポーツ用品などの学校用備品を寄贈す

る「みらい応援私募債」をご用意しています。
その他、各自治体の「まち・ひと・しごと」等の創生の取り組みを支援する商品として、私募債発行手数料の一部を使い、

私募債発行企業とともに各自治体に金銭寄付をする「地方創生私募債」の取り扱いも行っています。

RPAの導入
現在、当行では働き方改革の一環として業務の生産性を向上させるため、人による定型的な業務を代替するソフトウェア

ロボットであるRPA（ロボティック・プロセス・オートメーション）を導入しています。導入済のＲＰＡは、ＲＰＡテクノロジーズ 
株式会社の「BizRobo！」で、ロボット開発は第四コンピューターサービス株式会社が行っています。

今後もRPAの適用業務を拡大し、生産性向上と抜本的な事務の見直しを行い、経営の効率化に努めるとともに、働き方改
革を進めていきます。

「産・官・学・金」連携による大学生と企業の交流事業

2016年度 2017年度
独自 地元大学との技術提携や地元大学生の就職促進の取り組みを実施した企業数 28 先 68 先

Social（社会）
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「 　しごと」の 創 生

ニュービジネス・ワンストップサポートプログラム
2017年11月には、グループ会社であるだいし経営コン

サルティング株式会社と連携し、創業から持続的成長に至る
までを一貫してご支援する「ニュービジネス・ワンストップサ
ポートプログラム」を開始しました。創業時の諸手続、事業
性の評価、事業計画・
経営戦略の策定など、
創業時から成長期に至
るまで、事業の進捗に応
じて生ずるさまざまな
経営課題に対して一貫
してサポートする有料コ
ンサルティングサービ
スを提供しています。

にいがたグローカル戦略推進プログラム
2016年4月より、海外ビジネスにご関心を持つお客さま

に対して、「海外市場展開・開拓」をメインテーマとして事前
準備から海外取引開始までの一貫した支援プログラムである

「グローバル市場開拓チャレンジプログラム」を提供し
てきました。

2018年4月には、同プログラムを深化させた、海外
ビジネス分野における地方創生効果を一層向上させる
ための「にいがたグローカル戦略推進プログラム」を開
始しました。「県産品（もの、技術、ノウハウ）のアウトバ
ウンド（輸出・進出）」や、「外国人インバウンド（観光・
日本国内での物販）」、「外国人財の活用」など関連分野
までサポート範囲を広げ、地場連携をさらに強化する
ことで、新潟のグローカル※化を推進するものです。

今後も、当行の持つ充実した海外ネットワークを積
極的に活用した、さまざまな海外ビジネス支援を展開
していきます。

※「グローカル（＝グローカリゼーション）」：「地球規模で考えながら、自分の地
域で活動する」を意味し、全世界を同時に巻き込んでいく流れである「世界普
遍化（グローバリゼーション）」と、地域の特色や特性を考慮していく流れであ
る「地域限定化（ローカリゼーション）」の2つの言葉を組み合わせた混成語。

2018年3月には、経営者の高齢化等に伴い増加する事業
承継に向けたご相談に対する支援を強化することを目的と
して、親族内の承継、役員・従業員への承継、Ｍ＆Ａ等につ
いて幅広くワンストップでサポートする「事業承継サポート
プログラム」を開始しました。事業を「承継する」あるいは「廃
業する」などの経営者の方針が固まっていない段階から、幅
広くご相談をお受けし、ご支援します。

事業承継サポートプログラム

中華人民共和国
中国工商銀行

アメリカ合衆国（ハワイ州）
セントラル・パシフィック・バンク

インドネシア
バンクネガラインドネシア

フィリピン
メトロバンク

上海駐在員事務所

タイ
カシコン銀行

インド
インドステイト銀行

ベトナム
ベトコムバンク

HDバンク

〈 だいしグループの海外ネットワーク 〉

2017年度　海外販路開拓支援先数
合計 324先

「事業承継
サポートプログラム」
のご案内

創業者・第二創業者

ワンストップサポート

第四銀行グループ 外部専門機関

公認会計士
会計・コンサルティング

税理士
税務相談・税務書類作成

弁護士
法令相談・企業法務

司法書士
登記・法的書類作成

社会保険労務士
人事労務管理・社会保障

株式会社
エヌ・シー・エス
IT・情報システム開発

一般財団法人
新潟経済社会リサーチセンター

シンクタンク・市場調査

だいし
経営コンサルティング

第四銀行

出資・運営 出資

新潟県内の自治体等

新潟県信用保証協会

• 創業相談窓口
• 事業化・各種創業手続支援
• 資金調達支援、金融調整
• 創業後のハンズオン支援

• 創業相談窓口、専門家派遣
• 補助金・助成金
• 創業セミナー、創業塾

• 経営相談窓口、専門家派遣
• 創業（等）関連保証
• 創業セミナー、交流事業

• 情報活動、育成・啓蒙
• 創業融資、補助金・助成金取次
• 公的創業支援機関との連携
• 廃業予定者とのマッチング等

プライベート・エクイティファンド
• 株式取得による成長資本提供
• 企業価値の向上支援

業務連携

支援協力

「ニュービジネス・ワンストップ
サポートプログラム」のご案内

2016年度 2017年度

独自 国内外で実施した企業への海外展開支援件数 140 件 273 件
企業の海外に関する課題解決を外部連携により支援した件数 47 件 79 件

Social（社会）

地方創生の実現に
向けた取り組み  地域密着型金融 ～地域の皆さまと共に～
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「にいがた創業アワード」「NIIGATAビジネスアイデアコンテスト」の開催
地域の創業の活性化を目的とした「にいがた創業アワー

ド」、新しい地域ブランドの創造と、日本全国への情報発信を
目的とした株式会社 新潟三越伊勢丹さま、東日本旅客鉄道 
株式会社 新潟支社さまと共同で「NIIGATAビジネスアイデ
アコンテスト」を開催しました。

開催後も、ご応募いただいたビジネスプランやアイデア
に対してマーケティングや販路拡大支援などのフォローを実

施し、新たなビジネスが新潟に根付き、成長していくための
取り組みを行っています。

「にいがた
創業アワード」
表彰式

「NIIGATA
ビジネスアイデア
コンテスト」表彰式

ホームページによる情報発信
ホームページでは、セミナーやキャンペーンの情報をはじめ、さまざまな情報を地域の皆

さまにわかりやすく積極的にお知らせしています。また、お客さまからお寄せいただいたご
意見を反映し、商品・サービスのご紹介ページを充実させるとともに、お客さまのお役に立
つ情報をより簡単に見つけられるよう表示方法を見直し、利便性の向上を図っています。

第四銀行ホームページアドレス
http://www.daishi-bank.co.jp/

「地方創生の実現に向けて」ホームページアドレス
http://www.daishi-bank.co.jp/company/csr/pdf/creation_3005.pdf

2013年3月末で中小企業金融円滑化法は期限を迎えましたが、当行では、引き続き
コンサルティング機能を積極的に発揮し、金融の円滑化に向けた取り組みを全行を挙
げて推進していきます。

金融円滑化に向けた取り組み 金融円滑化ご相談ダイヤル
　 0120-041151

受付時間：平日／9：00～17：00
（銀行休業日・祝日を除きます）

セミナーによる情報発信
セミナーの開催を通じて、環境の変化に対応するための

タイムリーな情報を提供することで、効果的にお客さまの
成長をサポートする取り組みを積極的に展開しています。

開催しているセミナーのテーマの一例をご紹介します。

「地方創生の実現に向けて」の発行
当行の地方創生に関する取り組みをわかりやすく紹介する冊子「地方創生の実現に向け

て」を発行しています。各営業店に設置しているほか、ホームページでもご覧いただけます。

ブリッジにいがた
東京日本橋にある当行の展示・商談スペース「ブリッジにいがた」では、県内の商品・情

報を首都圏に発信する拠点として、各自治体や企業の皆さまからご利用いただいています。

経済産業省の施策活用セミナー

〈セミナーのテーマ〉
●   経済産業省の施策活用セミナー
　ものづくり補助金や省エネ補助金のご紹介
●   AI・IoTセミナー
　  生産性向上に向けたAIやIoT活用方法のご紹介
●   創業者セミナー
　先輩経営者による体験談等のご紹介
●   事業承継・M&Aセミナー
　事業承継やM&A事例のご紹介
●   海外ビジネスセミナー
　  海外への販路拡大や製造拠点進出に向けた情報をご紹介

東京日本橋の「ブリッジにいがた」

地域や利用者に対する積極的な情報発信Ⅳ

2016年度 2017年度
独自 企業価値向上を支援する法人向けセミナーの開催数 39 回 42 回

2016年度 2017年度
独自 「ブリッジにいがた」を活用して外部連携※により

販路開拓や地域産業支援を行った回数 30 回 34 回

※県外企業・大学・自治体等との産・学・官連携。

Social（社会）
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「地域に貢献し、親しまれ、信頼される銀行」を目指し、金融経済教育や、地域の文化・スポーツの
振興などに積極的に取り組んでいます。また、より身近で便利な銀行を目指し、ネットワークの拡充
や、商品・サービスの充実に努めています。

国内外で活躍する演奏家を招き、良質な音楽を低料金で
ご提供する「だいしライフアップコンサート」を継続して開催
しています。

2017年度は多数のコンクールで受賞歴を持つウクライ
ナ出身者アンナ・フェドロヴァ氏によるピアノリサイタルを
新潟で初開催したほか、落語家の柳家花緑氏による当行主
催事業では初となる落語会を開催しました。

2018年度は、７月に欧州ヴァイオリン音楽の系譜を体現
した名手として世界各地で演奏活動を行っているノエ・乾 
氏によるクラシックコンサートを開催したほか、2019年3月

には、落語家の古今亭菊之丞氏による落語会を開催する予
定です。

開催のスケジュールなどは、随時、第四銀行のホームペー
ジでお知らせしています。

だいしホール

子どもたちの心身育成を支援するため、2013年度より
「だいしアカデミー」を開校しています。

「だいしアカデミー」は、地域の子どもたちに、各分野で活
躍するプロに接する機会を提供することで、学校やご家庭以
外の場でも感性を育んでいただくとともに、金融を身近に感
じてもらう取り組みです。

2013年度の「だいしアカデミー」開校以来、毎年1,000名
を超える子どもたちからご参加いただき、2017年度までの
累計参加者数は延べ8,326名となりました。

また2018年度はSDGsの観点も授業内容に盛り込むこと
で、地域の持続的成長に貢献する人材を育成・啓発する内
容を予定しています。新授業である「いきもの」では、「海を
とおして私たちのミライを考えよう！」をテーマに、身近な日

本海や地域の自然から「持続可能な循環型社会」について興
味・関心を持つきっかけを提供します。

2017年12月に、当行が主催した「第12回 全国高校生金
融経済クイズ選手権『エコノミクス甲子園』新潟大会」を開催
しました。新潟県では5回目の開催となった今大会は、過去
最多となる32チーム64名から参加いただきました。決勝に
勝ち進んだ6チームのうち、新潟明訓高校の「N’信濃boys」
が優勝を勝ち取り、進出した全国大会で、517校1,297チー
ムの頂点を目指し、金融の知識を競いました。

エコノミクス甲子園

地域のスポーツ振興への取り組みの一環として、2018年
10月に開催予定の「新潟シティマラソン」に昨年に引き続き
協賛します。

当行の職員は「解決スピーディー’s」のチーム名でランナー
としての参加と、ボランティア活動への参加を予定しており、
地域の皆さまと一緒になって「新潟シティマラソン」を盛り上
げます。

また、「第39回リトル・シニア新潟ブロック会長杯争奪戦
大会」「第35回全日本少年軟式野球大会新潟県予選会」と

いった少年野球大会に協賛するなど、地域のスポーツ振興
への取り組みを積極的に行っています。

スポーツ振興

だいしアカデミー

金融

アンナ・フェドロヴァ

科学

柳家 花緑

バスケットボールクッキング

「エコノミクス甲子園」新潟大会

新潟シティマラソン 少年野球大会

Social（社会）

C S R  社会貢献・お客さま満足度の向上に向けて
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2017年4月に移転オープンした「三条支店・三条東支店」
において、新潟県が実施する「平成29年度『人にやさしいま
ちづくり賞』」を受賞しました。
「人にやさしいまちづくり賞」は、新潟県が、高齢者、障が

い者等をはじめ、すべての人が自由に活動でき、主体性を保
ちながら社会参加できるよう率先して福祉のまちづくりのた
めに取り組んでいる団体および個人等を顕彰する賞であり、
県内のモデルとなる「施設等の設備」や「団体等の活動」を表
彰の対象としています。「第四銀行三条支店・三条東支店」
は、高齢者や障がい者など多くの方々が安全かつ快適に利
用できるように整備された施設として評価を受けました。

「南新潟支店」のロビーでは、「まちごと美術館『CotoCoto（こと
こと）』」の取り組みに賛同し、障がいのある方が製作した絵画など
のアート作品を展示しています。展示作品を借り受ける際のリー
ス料については、その一部が作者に
支払われるほか、新しい作者の発掘
にも充てられており、障がい者の収
入増加や雇用の創出、社会との接
点の創出に繋げています。

当行の行花である「チューリップ」を新潟県内の
福祉施設等に寄贈しています。1970年より行っ
ており、当行で最も長い歴史を持つ社会貢献活動
として定着してい
ます。毎年春には
鉢植えを、秋には
球根を、合わせて
130ヵ所以上の施
設にお届けしてい
ます。

三条支店・三条東支店 ゆったりとした待合ロビー

待合ロビーにあるキッズコーナー

当行、千葉銀行、中国銀行、伊予銀行、東邦銀行、北洋銀
行、北越銀行の7行は、営業地域の異なる広域連携の枠組
みである「TSUBASAアライアンス」に参加しています。フィ
ンテックに関する調査・研究のほか、シンジケートローンの
共同組成やお客さまの相互紹介、事務共同化などさまざま
な分野で連携の幅を広げています。

広域連携のメリットを最大限活かした戦略的アライアンス
を一層加速させ、お客さまへの付加価値の高い金融サービ
スの提供などをつうじて地域社会の持続的な成長に貢献し
ていきます。

2018年6月に独立行政法人 国際協力機構（理事長：
北 岡伸一、以下「JICA」）が発行するソーシャルボンド※

「JICA債」へ投資を行いました。本債券は、持続可能な社会
の実現を目指したESG（環境・社会・ガバナンス）投資とし
て、開発途上地域の経済・社会の発展を実現するとともに、
長期的な視点で環境配慮や社会的課題の解決に貢献してい
くことを目的としています。

当行は、JICA債の趣旨に賛同し、当行が中期経営計画「ス

テップアップ New Stage ～変革と飛躍～」において掲げる
重要戦術「持続的成長に向けたESG経営の実践」の一環とし
て、本業を通じた社会課題の解決と社会貢献度・情報発信
力をさらに強化することを目的に投資し、ステークホルダー
との「共通価値の創造」を実現していきます。
※ソーシャルボンド：ESGに配慮した社会貢献型の債券で、調達された資金

は、基礎インフラ開発（上下水・衛生・交通等）や社会サービス（健康・教
育・雇用・金融サービス等）へのアクセス改善等、社会的課題の解決に資す
る事業に充当されます。

TSUBASAアライアンス

ソーシャルボンド（JICA債）への投資

「人にやさしいまちづくり賞（施設部門）」を受賞

まちごと美術館「CotoCoto（ことこと）」 チューリップ寄贈活動

TSUBASAアライアンス

第四銀行　南新潟支店 チューリップの寄贈

Social（社会）
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株主の皆さまの日頃からのご支援に感謝するとともに、当
行株式への投資魅力を高め、より多くの皆さまに長期間当
行株式を保有していただくため、株主優待制度を導入してい
ます。

【 対象となる株主さま 】
毎年3月31日を基準日とし、100株（1単元）以上の株式を

継続して1年以上保有する※株主さまを対象とさせていただ
きます。
※2017年10月1日に、株式併合（10株を1株に併合）を実施しました。
※「継続して1年以上保有する」の確認については、毎年3月31日および9月30

日現在の当行株主名簿に、同一株主番号で連続して3回以上記録された株
主さまが対象となります。

【 株主優待制度の内容 】
地元新潟県の特産品を中心に掲載したカタログと、

TSUBASAアライアンス共同企画参加5行（第四、千葉、中
国、伊予、東邦）が連携して作成したカタログのいずれかか
ら、保有株式数に応じてお好みの特産品等をお選びいただ
けます。

なお、経営統合後の「株式会社 第四北越フィナンシャル
グループ」の株主優待制度につきましては、決定次第速やか
に、お知らせいたします。

株主還元方針として、収益基盤の強化に向けた内部留保
の充実を考慮しつつ、安定的な株主還元を継続することを
基本方針とし、配当金と自己株式取得を合わせた株主還元
率40%を目処としています。

なお、当行は2017年10月1日を効力発生日として、普通
株式10株を1株に株式併合しています。2017年度の年間
配当につきましては、中間配当4.5円（株式併合前）、期末配
当につきましては45円（株式併合後）を実施しています。

経営統合後の持株会社「株式会社 第四北越フィナンシャ

ルグループ」の配当につきましては、決定次第速やかに、お
知らせいたします。

【 1株当たり年間配当金の推移 （単位 ： 円） 】

ディスクロージャー（情報開示）活動
経営の透明性と健全性の確保を目的として、お客さまや

地域の皆さま、株主の皆さまといったステークホルダーの
方々から当行の経営状況をご理解いただけるよう、経営状
況などを開示するディスクロージャー活動に積極的に取り組
んでいます。

2018年4月には当行の情報開示に対する基本姿勢など
を定めた「第四銀行ディスクロージャーポリシー」を公表しま
した。

ディスクロージャー誌をはじめとした、広報物のホーム
ページでの開示のほか、企業価値向上を図るため、東京で
機関投資家の皆さまを対象にした会社説明会を実施してい

ます。さらに、当行の主要な営業基盤である新潟県内にお
いては、個人投資家の皆さまを対象にした会社説明会も開
催しています。

株主還元方針

株主優待制度

当行では、銀行業の公共性に鑑み、将来にわたって株主の皆さまに報いていくために、収益基盤の強
化に向けた内部留保の充実を考慮しつつ、安定的な株主還元を継続することを基本方針としています。

株主優待カタログ

保有株式数 地元特産品 TSUBASA アライアンス
共同企画特産品コース

 100 株以上
1,000 株未満 2,500 円相当

1,000 株以上 6,000 円相当

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度

8 ※1 8 9 9 49.5 ※2

※1 2013年度の1株当たり年間配当金は、140周年記念配当金1円を含みます。
※2   中間配当金4.5円と期末配当金45円の合計額。株式併合を考慮しない

場合の2017年度の1株当たり配当金は9円となります。

機関投資家向け会社説明会（東京）

Social（社会）

C S R  市場価値の向上に向けて ～株主の皆さまへ～
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多様化する職員の価値観に応え、一人ひとりが高い意欲を持って活き活きとして働き、能力を最
大限に発揮できる環境の整備に努めています。

働きやすい職場づくり・働き方改革への取り組み

外部機関からの評価

女性の活躍推進

年次有給休暇については、「連続休暇」「シーズン休暇」「パ
ワーアップ休暇」「記念日休暇」などの制度休暇を設け、休暇
取得計画を作成・管理することにより、取得推進を図ってい
ます。

また、長時間労働を抑制し、効率的でメリハリのある働き

方を実践するために、「全行NO残業デー」「部店ＮＯ残業
デー」などの全行一斉の早帰り運動を定例的に実施してい
るほか、働き方の見直しの一環として朝型勤務の活用を促
し、さらなる生産性向上と時間外勤務縮減への取り組みも
行っています。

2014年度に女性活躍推進の基本方針と数値目標を設定
し、さらなる取り組みを進めています。

また女性活躍推進のポジティブ・アクションを「輝きプロ
ジェクトWing」とネーミングし、「意識改革・組織活性化」「輝
く女性の活躍支援」「就業継続の支援」の取り組みを進めて
います。

当行は、2018年2月に経済産業省および日本健康会議が
共同で実施する「健康経営優良法人認定制度」において、「健
康経営優良法人２０１８（ホワイト５００）」に認定されました。 
「健康経営優良法人認定制度」は、従業員の健康管理を経

営的な視点で考え、戦略的に取り組む「健康経営」について、
優良な取り組みを実践する企業を顕彰する制度です。 

当行は、「ベストバンクとして地域に貢献し、親しまれ、信頼
される銀行」の企業理念のもと、従業員の心身の健康保持・
増進が地域に貢献する人財の基盤であると考え、これまで
も疾病予防の機会拡充やメンタルヘルスケアの強化などに
取り組んできております。

【 健康経営優良法人2018（ホワイト500） 】

「健康経営優良法人2018
（ホワイト500）」ロゴマーク

「健康経営優良法人2018
（ホワイト500）」認定証

当行は、2018年7月に女性の活躍推進に関する取り組み
が優良な企業として、厚生労働大臣より「えるぼし認定※」の
最上位となる「3段階目」の認定を受けました。

引き続き、職員一人ひとりが安心して働き、成長の喜びを
感じることができる職場環境づくりを進めていきます。

※「えるぼし認定」：女性活躍推進法に基づく認定制
度。女性の活躍推進に関する取り組みが優良な
企業として、厚生労働大臣が認定するもの。評価
を満たした項目数に応じて、「1段階目」「2段階目」

「3段階目」の3つのランクが設けられている。

【 えるぼし認定 】

【 管理・監督職の女性比率 】
年度 2014年度末 2015年度末 2016年度末 2017年度末 2018年度末（目標） 2020年度末（目標）

実績 20.99％ 22.38％ 24.02％ 25.16％ 26％以上 30％以上

【 出産者・配偶者出産者に占める育児休業取得状況 】
年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度

女性
育児休業取得者数 24人 32人 29人 38人

取得率 100％ 100％ 100％ 100％

男性
育児休業取得者数 0人 13人 13人 20人

取得率 0％ 16.5％ 22.4％ 46.5％

「えるぼし認定」マーク

輝きプロジェクトWingの活動

Social（社会）

C S R  従業員満足度の向上に向けて ～ワーク・ライフ・バランスの推進～
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営業店

本　部

銀行グループ会社

株主総会

会計監査人

監査部
（内部監査部門）

取締役会

監査等委員会

常務会

監査

指揮・命令

監査・監督

ＡＬＭ委員会

リスク管理・コンプライアンス委員会

サイバーセキュリティ管理委員会

監査等委員会事務局

協力・連携

● 取締役会
取締役会は、監査等委員でない取締役8名、監査等委

員である取締役6名（うち、社外取締役4名）の計14名で
構成されており、経営に関する基本的事項や重要な業務
執行の決定を行うと共に、各取締役の業務執行の状況を
監督しています。

● 監査等委員会
監査等委員会は、法令、定款、監査等委員会規程等に

従い、取締役会と同様に監督機能を担うと共に、監査等
委員でない取締役の業務執行を監査しています。

● 常務会
常務会は、取締役会の下に経営会議として設置してお

り、取締役会で決定した基本方針に基づく業務執行の重
要事項や取締役会から委任を受けた事項について決
議・協議しています。

なお、常務取締役以上の役付取締役で構成されてい
る常務会には、常勤の監査等委員も出席し適切に提言・
助言を行っています。

● 各種委員会
常務会の諮問機関として、リスク管理・コンプライアン

ス委員会、ALM委員会、サイバーセキュリティ管理委員会
などを設置しています。

● 執行役員
経営の意思決定の迅速化と執行機能の強化を図るた

め、執行役員制度を導入しており、取締役会で選任され
た執行役員が責任をもって担当部門の業務執行にあた
る体制としています。

● 内部監査
被監査部門から独立した取締役会直轄の監査部が、

営業店・本部・銀行グループ会社の監査を実施し、コン
プライアンス体制および各種リスク管理体制の適切性を
検証しています。

ガバナンス体制

Governance
ガバナンス

ステークホルダーであるお客さまや地域、株主の皆さまからの高い評価と揺るぎ
ない信頼を確立するため、財務面での健全性や収益力の向上と共に、コーポレー
トガバナンスの強化・充実を経営上の重要課題と認識し、企業経営に関する監
査・監督機能の充実や経営活動の透明性向上に努めてまいります。

コ ー ポレートガバ ナンス体 制 図  （2018年7月1日現在）

Governance（ガバナンス）

コーポレートガバナンス強化に向けた取り組み
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● 法令等遵守（コンプライアンス）体制
コンプライアンス体制への取り組みとして、「ベストバンクとして

地域に貢献し、親しまれ、信頼される銀行」という企業理念のもと
に、コンプライアンスの基本方針を定める。

コンプライアンスの実現のための手引きとして「コンプライアン
ス・マニュアル」を定め、具体的な実践計画として年度毎に「コンプ
ライアンス・プログラム」を取締役会の決議により策定する。

リスク管理・コンプライアンス委員会を設置し、全行的なコンプ
ライアンス事項について審議する。

全行のコンプライアンスを統括するため、リスク管理統括部署に
コンプライアンス室を設置し、コンプライアンスに関する諸施策の
企画、研修・指導を通じてコンプライアンス体制の整備・向上を
図る。

全部店内にコンプライアンス委員会を設置し、部店におけるコン
プライアンス状況の確認と改善措置の検討を行う。

法令違反等のコンプライアンスに関する事実の報告体制として、
「オピニオンボックス運用規程」および「公益通報取扱規程」に基づ
き、リスク管理統括部署を窓口とする「オピニオンボックス」制度を
設ける。

取締役会直轄の内部監査部署を設置し、コンプライアンスに関す
る監査を実施する。

市民生活の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対して
は、組織一体となり、毅然とした態度で臨み、同勢力との関係を遮
断し、断固として対決する。

● 情報の保存・管理体制
取締役の職務執行に係る稟議書・報告書・議事録等の重要文書

（含む電磁的記録）について、当行規程・要領等に従い適切に保存・
管理し、必要に応じて運用状況の検証、各規程類の見直し等を行う。

取締役は、これらの文書を閲覧することができる。

● リスク管理体制
各種リスクを正確に認識・把握し、適切な管理・監視を行うこと、

およびそのプロセスを監査・検査することにより、リスクに見合った
収益の安定的な確保、経営資源の適正配分を図ることを、当行のリ
スク管理の基本方針とする。

当行のリスク管理の組織および運営に関する基本事項を「リスク
管理規程」に定め、当行として管理すべき対象のリスクは、「信用リス
ク」、「市場リスク」、「流動性リスク」、「オぺレーショナル・リスク」、「サ
イバーセキュリティリスク」および「その他経営に重大な影響を与え
るリスク」とする。
「オペレーショナル・リスク」を構成するリスクとして、「事務リス

ク」、「システムリスク」、「その他オペレーショナル・リスク」の3種類
とする。「その他オペレーショナル・リスク」は、「情報セキュリティリ
スク」、「法務リスク」、「人的リスク」、「有形資産リスク」、「外部委託リ
スク」、「風評リスク」、「その他リスク」で構成することとし、管理手
法・体制等を明確にすることで実効性のあるオペレーショナル・リ
スク管理を目指す。

全行的なリスク管理の統括を行うために「リスク管理・コンプラ
イアンス委員会」、「ALM委員会」、「サイバーセキュリティ管理委員
会」を設置する。

各委員会の委員長はリスク管理統括部署の担当役員（サイバー
セキュリティ管理委員会はシステム部担当役員）とし、事務局をリス
ク管理統括部署内（サイバーセキュリティ管理委員会はシステム部
内）に設置する。またさまざまなリスクに対応するため、各リスク毎
に所管部署を定め、当該リスクを的確に認識・把握・管理する。

災害など不測の事態が発生した場合に業務の継続を確保するた
めの「業務継続に関する基本方針」等の業務継続計画を定め、適
時・適切な対応ができる体制を整備する。

● 効率的な職務執行体制
業務執行のマネジメントについては、「取締役会規程」により定め

られている事項および取締役会付議基準・報告基準に該当する事
項を、すべて取締役会に付議・報告することを遵守する。

役付取締役をもって構成される常務会は、取締役会の定める基
本方針に基づき業務執行に関する重要事項を決議および協議する。

常務会は、取締役会で定める「常務会権限規程」に基づき委任さ
れた事項を決議し、適切かつ効率的な職務執行体制を確保する。

当行業務の組織的運営は、「職制規程」、「執務規程」ならびに「本
部事務分掌規程」に定め、各部門の責任者が適切かつ効率的な業
務の遂行にあたる。

● グループ経営管理体制
当行および子会社（以下「グループ会社」という）における業務の

適正かつ効率的な運営・管理を確保するため、グループ経営に係
る基本方針とその体制について定めた「グループ経営管理規程」を
制定するほか、グループ各社が中期経営計画を策定しそれを共有
するなど、円滑なグループ運営を構築する。
「グループ経営管理規程」に基づき、グループ全体を対象とした

「コンプライアンスの徹底」、「内部監査体制の整備」、「親会社との協
議、報告体制の整備」等についての体制を構築し、当行への報告を
含めたグループ全体としてのリスク管理およびコンプライアンス体
制の整備を適切に行う。

グループ会社各社と内部監査契約を締結し、当行内部監査部署
による監査を実施し、各社の内部管理体制を検証する。

当行およびグループ会社の財務報告の信頼性を確保するため、
「内部統制報告制度に関する基本規程」を制定し、財務報告に係る
内部統制が適切に整備および運用される体制を構築する。

● 監査等委員会の職務の補助に関する事項
当行は、監査等委員会の職務を補助するため、必要に応じて適切

な人員を専任の使用人（以下「監査等委員会事務局スタッフ」とい
う）として配置する。

監査等委員会事務局スタッフを配置する場合、そのスタッフは、
当行の業務執行にかかる役職を兼務せず監査等委員会の指揮命令
下で職務を遂行する。なお、監査等委員会事務局スタッフの人事
異動・評価については、監査等委員会と協議の上、決定する。

●   監査等委員会への報告および監査の実効性確保に関する
体制

当行は、監査等委員が銀行の重要会議に出席し、必要に応じて助
言・提言・勧告等の意見を表明できる体制を確保し、また監査等
委員会の要請に応じて、グループ会社に関する事項を含む必要な
報告および情報提供を行う体制を整備する。

代表取締役は監査等委員と定期的会合をもち、経営上の諸問題
や監査等委員会が行う監査の環境整備の状況等について意見交換
を行う。また、関連会社・取締役等との意見交換を適切に行うこと
ができるよう協力する。

取締役は、当行またはグループ会社に著しい損害を及ぼす事実
があることを発見したときは、直ちに当該事実を監査等委員会に報
告しなければならない。

当行の取締役、執行役員および職員ならびにグループ会社の役
職員は、監査等委員会から報告を求められた場合は、これに協力し
なければならない。

当行およびグループ各社の取締役、監査役および職員等から、
経営に資する意見、提言、要望および通報等を受け入れる「オピニ
オンボックス」制度を設置し、その内容を当行監査等委員会に報告
する体制、および当該報告をした者がそれを理由として不利益な取
扱いを受けないことを確保する体制を整備する。

監査等委員会の監査の実効性を確保するため、内部監査部門は
監査等委員会と内部管理体制における課題等について意見を交換
するほか、監査等委員会の監査業務に協力するなど連携・強化に
努めるものとする。

●   監査等委員の職務執行について生ずる費用等に係る方針
当行は、監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払い

又は償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用又
は債務の処理については、当該監査等委員会の職務の執行に必要
でないと認められた場合を除き、監査等委員の請求等に従い円滑
に実施する。

内部統制システム構築に関する基本方針

Governance（ガバナンス）

　

25DAISHI REPORT 2018

【 第四銀行様 】　ディスクロージャー本誌 ［企画編］　2018年3月期（平成29年度期末）
○タテ297 × ヨコ210mm（A4）　○計36頁（表紙4頁＋本文32頁）　○表紙４c／本文４c　○無線綴

2018.07.18
入稿



当行では、リスクをより正確に把握し適切な管理を行うこ
と、およびそのプロセスを監査することにより、リスクに見
合った収益の安定的な確保、経営資源の適正配分を図るこ
とをリスク管理の基本方針としています。

この基本方針のもと、組織面ではリスクごとに所管部署を
定め、さまざまなリスクに対応すると共に、リスクを横断的に
把握・管理する統括部署として、リスク統括部を設置してい
ます。さらに、被監査部門からの独立性を確保した取締役
会直轄の監査部（内部監査部門）が、業務全般にわたって厳
正な監査を実施し、内部管理体制の適切性・有効性を検証
しています。

具体的には、全行的なリスク管理を統括し、体制の整備を
進めるとともに法令等の遵守を徹底した業務運営を目指す

「リスク管理・コンプライアンス委員会」、リスクを計測・分

析し、適切にコントロールすることにより安定した収益確保
を目的とする「ALM委員会」、サイバーセキュリティ管理体制
の整備を進める「サイバーセキュリティ管理委員会」などの
各委員会を設置し、監査等委員も出席して定期的かつ必要
に応じて随時開催しています。各委員会の議事内容等につ
いては、適宜取締役会等への報告がなされ、リスクに関わる
諸問題の解決・改善を図っています。このようなリスク管
理体制のもとで、健全性の確保と資本の有効活用を目的と
して、各種リスクの資本配賦を実施しています。

また、地震等の大規模災害や新型インフルエンザの発生
など業務が継続できなくなる不測の事態を想定し、優先して
継続する重要業務等を「業務継続に関する基本方針」に定め
るなど、危機管理体制を構築しています。

信用リスク
管理規程

リスク全般（統合的リスク管理）
リスク管理規程
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サイバーセキュリティ管理委員会

リスク管理体制

リスク管 理 体 制 図  （2018年7月1日現在）

「信用リスク」とは、取引先の倒産や信用状況の悪化等に
より、貸出金などの元本や利息の価値が減少ないし消失し、
損失を被るリスクのことです。

当行では、信用リスク管理に関する基本事項を定めた「信
用リスク管理規程」に基づき、信用リスクを適切に運営・管
理しています。

体制面では、信用リスクの管理部署であるリスク統括部
が、信用リスク管理に関する諸規程の整備や分析・評価・
改善活動の企画・運営を行っています。

また、営業推進部門から完全に分離した審査部門では、厳
正な融資審査を実施し問題債権を適切に管理しているほ
か、全行を挙げた取り組みである取引先に対する経営改善
支援活動などによっても、資産の健全化を図っています。

貸出金等の信用格付・自己査定については、営業店と本
部部門による二段階の査定体制により、厳正に実施していま
す。さらに監査部門による監査では、信用格付・自己査定
の適切性・妥当性を検証しています。

当行では、信用リスク管理の高度化に向け信用格付制度

信用リスク管理体制

Governance（ガバナンス）
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の整備・充実に取り組んでいます。また、信用リスクの定量
化（※）を行い、自己資本に見合った信用リスクリミットの設定
等を行っています。

（※）  信用リスクの定量化：与信ポートフォリオが内包する信用リスク量を、統計
的手法を用いて数値化・推計すること

「市場リスク」とは、国内外の金利、有価証券等の価格、外
国為替相場等の市場要因が変動することによって、資産・
負債の価値が変動して損失を被るリスクのことです。

当行では、リスク量を適正規模に調整し、安定的な収益を
確保するため、ALM運営方針を年度毎に定め、その方針に
従って市場部門のリスク限度額や損失限度額などを決定し
ています。また、ALM委員会を毎月開催し、リスク管理に係
る重要事項を審議しているほか、市場部門において重要な
事態が発生した場合には速やかに経営に報告する体制とし
ています。

市場取引の運営にあたっては、取引執行部署（市場運用
部）・事務処理部署（市場運用部 証券事務管理室）・市場リ
スク管理部署（リスク統括部）を分離し、さらに、監査部署が
監査を実施するなど牽制機能を発揮できる体制を構築して
います。

また、金融市場の変化に伴うリスクを、迅速かつ適切に把
握・分析するため、VaR（※）を日次で計測するなど、市場リス
ク管理の強化・充実に努めています。

（※）  VaR（バリュー・アット・リスク）：一定期間内に発生し得る損失額を統計
的に計測するリスク管理手法のこと

市場リスク管理体制

「流動性リスク」とは、資金繰りにおいて必要な資金確保が
困難となることや通常よりも著しく高い金利での資金調達
を余儀なくされることにより損失を被るリスク（資金繰りリス
ク）、および市場取引において著しく不利な条件・価格での
取引を余儀なくされることにより損失を被るリスク（市場流
動性リスク）のことです。

当行では、「流動性リスク管理規程」にリスク管理方法を定
め、状況に応じ的確にコントロールしています。特に資金繰

りについては金融機関の根源的なリスクと捉え、堅固な経営
体質を維持し、お客さまや金融市場からの信認を得ることが
流動性リスク管理の基本と認識した上で、資金繰り管理部署
である市場運用部が、資金繰り管理を適切に実施すると共
に、流動性リスク管理部署であるリスク統括部がモニタリン
グを行い、円滑な資金繰りの確保に努めています。

また、不測の事態が生じた場合の調達手段等の対応策を
定め、万全の体制を構築しています。

流動性リスク管理体制

「オペレーショナル・リスク」とは、銀行内部における業務
処理、職員の行為、システムが不適切であること、または外
部要因により損失を被るリスクのことであり、当行では、リス
クの要因によって、（1）事務リスク、（2）システムリスク、（3）そ
の他オペレーショナル・リスクの3つに区分し、その他オペ
レーショナル・リスクについては、さらに、①情報セキュリ
ティリスク、②法務リスク、③人的リスク、④有形資産リスク、
⑤外部委託リスク、⑥風評リスク、⑦その他リスクに区分し
て管理しています。

当行では、オペレーショナル・リスクを適正に管理するた

め、各リスクの所管部署が、リスクの顕在化した「損失デー
タ」の収集分析や、発生し得るリスクを抑制するためのコント
ロール状況を検証・評価する「CSA（リスク統制状況に関す
る自己評価）」の実施、潜在的なリスクの把握に活用できる

「主要リスク指標（KRI）」の収集分析等に取り組んでいます。
また、これらの管理状況は、オペレーショナル・リスク管理

の統括部署であるリスク統括部が統括し、定期的に「リスク
管理・コンプライアンス委員会」を経て経営へ報告し、リス
クの極小化に向けた適切な対応を図る体制としています。

オペレーショナル・リスク管理体制

「サイバーセキュリティリスク」とは、「サイバー攻撃」（情報
通信ネットワーク・情報システム等の悪用により、サイバー
空間を経由した不正侵入、情報の窃取・改ざん・破壊、情報
システムの作動停止や誤作動、不正プログラムの実行や
DDoS攻撃等）により、当行のサイバーセキュリティが脅か
され、損失を被るリスクのことです。

当行では、サイバーセキュリティへの対応を強化するため、
「サイバーセキュリティ管理委員会」の設置や、サイバーセ

キュリティ管理の基本方針、体制を定める「サイバーセキュリ
ティ管理規程」を制定し、サイバーセキュリティ事案の未然防
止や予兆管理の検討、またサイバーセキュリティ事案発生時
には、迅速な復旧に向けた対応策、被害拡大防止策、再発防
止策の策定などの検討を実施しています。

また、サイバーセキュリティリスクを取締役会等の指示の
もと当行全体で管理すべきリスクと認識し、管理強化に取り
組んでいます。

サイバーセキュリティリスク管理体制

「業務継続に関する基本方針」等を定め、災害など不測の
事態が発生した場合においても、お客さまへの影響を最小
限にし、当行の経営への影響を限定的なものとして、金融機

能を維持するべく業務継続体制を整備しています。
大規模自然災害・システム障害が発生した場合は「災害対

策本部」を速やかに設置し、業務の復旧・継続を行います。

業務継続体制
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信用は銀行にとって最大の財産です。お客さまから信用
していただくためには、経営の健全性向上と社会からの信頼
が不可欠であり、コンプライアンスはこれらの根幹となるも
のです。

当行では、コンプライアンスを経営の最重要課題と位置
付け、全役職員が以下の「4つの基本方針」の下、コンプライ
アンス精神に立脚した経営の確立に取り組んでいます。

3

1

2

4

企業理念の下、企業倫理を徹底し、法令等遵守態勢を確立するため、実践計画（コンプライアンス・プログラ
ム）を策定のうえ着実な推進を図る。

業務運営にあたっては、「行動憲章」（全国銀行協会制定）の精神と内容を十分に理解し、役職員が共通の行動指
針として実践に努める。

研修や啓発活動を通じ、行内に倫理観の醸成とコンプライアンス意識の浸透・定着を図ると共に、業務遂行過
程におけるチェック態勢の整備を進め、違反行為等の未然防止の強化に取り組む。

コンプライアンス・プログラムの進捗状況およびコンプライアンス状況のチェック、報告、評価等を適切に実施
し、問題の早期発見と迅速な解決に努めると共に、有効な是正策・再発防止策を講ずる。

4 つ の 基 本 方 針

報告・付議

報告・相談 指導・周知

当行が契約を締結した指定紛争解決機関
全国銀行協会相談室

☎0570-017109
☎03-5252-3772

受付時間：平日／9：00～17：00
（銀行休業日・祝日を除きます）

　金融ADR制度とは、お客さまと金融機関との間で発生したトラブルについて、中立・
公正な第三者である紛争解決機関によるあっせん・調停・仲裁のもと、裁判外で簡易・
迅速な解決を行う制度です。当行では、指定紛争解決機関である一般社団法人 全国
銀行協会との間で、紛争解決手続きにかかる契約を締結しています。

金融ADR制度（裁判外紛争解決手続）への対応

コンプライアンスに関する基本方針

コンプライアンス体制

委員長：リスク統括部の担当役員
委　員：関連11部の部長（オブザーバー: 監査等委員）

● コンプライアンスの基本方針（法令等遵守方針）・
内部規程（法令等遵守規程）の検討

● コンプライアンス・マニュアルの検討
● コンプライアンス・プログラムの検討と進捗管理
● 違反行為に関する管理・対応策の検討
● その他コンプライアンスに関する重要事項の審議

リスク管理・コンプライアンス委員会
　経営に直結したリスク管理・コンプライアンス委員会を開催
し、コンプライアンスに関する重要事項や取り組み状況について
審議しています。
　また、統括部署としてリスク統括部内にコンプライアンス室を
設置し、コンプライアンスに関連する施策の企画や、各部店にお
けるコンプライアンスの状況についてのモニタリング、本部各
部への支援、営業店への指導等を行っています。

本部体制

〈コンプライアンス統括部署〉
● リスク管理・コンプライアンス委員会事務局
● コンプライアンスに関する企画・推進
● コンプライアンスに関する相談・指導
● コンプライアンスに関する研修・教育・周知
● 本部発出文書等のリーガル・チェック

リスク統括部（コンプライアンス室）

　本部各部と営業店のすべての所属長をそれぞれの部署の「法
令遵守責任者」とし、次席者を「法務チェック担当者」に任命して
います。その上で、すべての部店に「部店内コンプライアンス委
員会」を設置して、コンプライアンスに関する問題の未然防止や
早期発見、再発防止策の検討や策定を行っています。

本部各部と営業店における体制

● 法令遵守責任者　
● 法務チェック担当者

〈部店内コンプライアンス委員会・研修会〉
● 部店内におけるコンプライアンス状況の確認と改善措置の検討
　（問題の原因分析と未然・再発防止策の策定）
● 部店内コンプライアンス研修会の実施

本部各部・営業店
　コンプライアンスの手引書である「コンプライアンス・マニュ
アル」を全部店に配布し、集合研修や部店内で実施するコンプラ
イアンス研修会などにおいて活用しています。
　また、e－ラーニングによる主要法令等の知識･理解の確認や、
グループ討議・事例研究といった実践的な研修カリキュラムの
充実にも取り組んでおり、これらの各種研修などを通じて、コン
プライアンス意識のより一層の浸透・定着を図っています。

教育・周知活動

Governance（ガバナンス）

コンプライアンス（法令等遵守）体制
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取締役頭取 （代表取締役） 並
なみ

　 木
き

 　 富
ふ

士
じ

雄
お

　

取締役副頭取（代表取締役） 長
は

谷
せ

川
がわ

 　 　 　 聡
さとし

　

専務取締役 （代表取締役） 渡
わた

　 邉
なべ

 　 卓
たく

　 也
や

（営業本部長兼地方創生推進本部長委嘱）

常務取締役 　 小
お

　 原
ばら

 　 清
きよ

　 文
ふみ

（事務本部長委嘱）

常務取締役 　 永
えい

　 塚
づか

 　 重
じゅう

　 松
まつ

　

常務取締役 　 殖
うえ

　 栗
ぐり

 　 道
みち

　 郎
ろう

　

常務取締役 　 進
しん

　 藤
どう

 　 　 　 博
ひろし

（本店営業部長兼新潟空港出張所長委嘱）

取締役兼執行役員 　 柴
しば

　 田
た

 　 　 　 憲
けん

（総合企画部長委嘱）

取締役 （監査等委員） 河
かわ

　 合
い

 　 慎
しん

次
じ

郎
ろう

　

取締役 （監査等委員） 宮
みや

　 本
もと

 　 信
のぶ

　 秋
あき

　

取締役 （監査等委員） 敦
つる

　 井
い

 　 榮
えい

　 一
いち

　

取締役 （監査等委員） 増
ます

　 田
だ

 　 宏
こう

　 一
いち

　

取締役 （監査等委員） 小
お

　 田
だ

 　 敏
とし

　 三
ぞう

　

取締役 （監査等委員） 藤
ふじ

　 倉
くら

 　 勝
かつ

　 明
あき

　

執行役員 　 戸
と

　 田
だ

 　 正
まさ

　 仁
ひと

（市場運用部長委嘱）

執行役員 　 柴
しば

　 山
やま

 　 圭
けい

　 一
いち

（上越ブロック営業本部長 高田営業部長兼本町出張所長委嘱）

執行役員 　 保
ほ

　 坂
さか

 　 成
なる

　 仁
ひと （長岡ブロック営業本部長 長岡営業部長委嘱）

執行役員 　 田
た

　 中
なか

 　 孝
たか

　 佳
よし

 （人事部長委嘱）

執行役員 　 堀
ほり

　 　   岳
たけ

　 彦
ひこ

（営業統括部長委嘱）

執行役員 　 坂
さか

　 井
い

 　 克
かつ

　 敏
とし

（東京支店長委嘱）

執行役員 　 小
こ

　 林
ばやし

 　 俊
とし

　 之
ゆき

（事務統括部長委嘱）

執行役員 　 牧
まき

　 　   利
とし

　 幸
ゆき

（コンサルティング推進部長委嘱）

（注）1.   取締役のうち敦井榮一、増田宏一、小田敏三および藤倉勝明は、社外役員（会社法施行規則第2条第3項第5号）に該当する社外取締役（会社法第2条第15号）であります。
2. 社外取締役敦井榮一、増田宏一、小田敏三および藤倉勝明は、東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。

● 役員一覧 （2018年6月26日現在）

● 連結子会社一覧 （2018年7月1日現在）

会　社　名 主要な事業の内容 設　立 資本金 当行議決権比率
子会社における

間接所有を含めた
当行議決権比率

第四証券 株式会社
長岡市城内町3-8-26 証券業務 1952年

8月8日 6億円 100.0% 100.0%

第四信用保証 株式会社
新潟市中央区本町通五番町224-1（富有社ビル3F） 信用保証業務 1978年

10月27日 5,000万円 100.0% 100.0%

だいし経営コンサルティング 株式会社
新潟市中央区本町通五番町224-1（富有社ビル2F）

コンサルティング業務・
ベンチャーキャピタル

1984年
6月8日 2,000万円 50.0% 100.0%

第四リース 株式会社
新潟市中央区明石2-2-10 総合リース業務 1974年

11月11日 1億円 5.0% 26.0%

第四コンピューターサービス 株式会社
新潟市中央区鐙1-1-17（当行事務センター内） コンピューター関連業務 1976年

5月10日 1,500万円 5.0% 30.0%

第四ジェーシービーカード 株式会社
新潟市中央区上大川前通八番町1245番地（だいし上大川前ビル3F）

クレジットカード・
信用保証業務

1982年
11月12日 3,000万円 5.0% 66.6%

第四ディーシーカード 株式会社
新潟市中央区上大川前通八番町1245番地（だいし上大川前ビル1F） クレジットカード業務 1990年

3月1日 3,000万円 5.0% 70.0%

ご案内
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1873

1874

1896

6年

7年

29年

第四国立銀行創立
資本金20万円
営業開始、同時に東京支店開設

株式会社新潟銀行に改組
資本金100万円となる

1912
1917

元年
6年

中条共立銀行を合併、以降県内銀行を逐次合併
株式会社第四銀行に商号変更
資本金500万円となる

1943

1945

1949
1956
1959
1961

1963
1964
1967
1968
1970
1971
1973

18年

20年

24年
31年
34年
36年

38年
39年
42年
43年
45年
46年
48年

新潟銀行・能生銀行を合併、百三十九銀行・柏崎銀行・
安塚銀行の営業を譲受（県内銀行大合同）
新潟信託株式会社を合併し、信託業務を兼営
これまで合併した銀行数29行となる
資本金3,000万円となる
新潟証券取引所上場
資本金5億円となる
資本金10億円となる
外国為替業務開始

信託業務廃止
資本金20億円となる
資本金30億円となる
EDPS（電子計算機）導入
資本金45億円となる
事務センター設置
総合オンライン稼働
資本金75億円となる
創立100周年を迎える
東京証券取引所市場第二部上場

1975

1977
1978
1979
1980
1981
1982
1983
1984
1985

1986
1987

1988

50年

52年
53年
54年
55年
56年
57年
58年
59年
60年

61年
62年

63年

資本金100億円となる
東京証券取引所市場第一部に指定替え
海外の銀行と直接取引開始
総預金残高1兆円を達成
資本金130億円となる
新オンラインスタート
第2次オンライン完成
海外コルレス契約包括承認取得
国債の窓口販売開始
県内金融機関との現金自動設備の相互利用開始
ディーリング業務開始
資本金170億円となる
ニューヨーク駐在員事務所開設
担保附社債信託業務の営業免許取得
総預金残高2兆円を達成
国内発行コマーシャル・ペーパーの取扱開始
香港駐在員事務所開設
第一回無担保転換社債発行

1989
1990
1991
1992

1993

1994
1995

1998

1999
2000
2001
2002
2003
2005
2006
2009
2011
2012
2013
2015

2016
2017

2018

元年
2年
3年
4年

5年

6年
7年

10年

11年
12年
13年
14年
15年
17年
18年
21年
23年
24年
25年
27年

28年
29年

30年

金融先物取引業務開始
ニューヨーク支店開設
第3次オンライン・システム全面稼働
新本店完成

香港支店開設
信託代理店業務開始
金利先渡取引業務および為替先渡取引業務の免許取得
株主割当による中間発行増資を実施
資本金327億円となる
オープン型外貨預金の取扱開始
投資信託の窓口販売開始
ニューヨーク支店廃止
香港支店廃止
損害保険代理店業務開始
生命保険代理店業務開始
株式の売出し、海外IRを実施
証券仲介業務開始
新潟証券株式会社を連結子会社化
高田営業部、長岡営業部開設
上海駐在員事務所開設
総預金残高4兆円を達成
創立140周年を迎える
中期経営計画「ステップアップ 2nd Stage
～145に向けて更なる進化～」スタート
新潟証券株式会社の完全子会社化と第四証券株式会社
への商号変更
第四信用保証株式会社を完全子会社化
新たな基幹系システムの稼働開始
株式会社北越銀行との経営統合に関する基本合意書
を締結
株式会社北越銀行と「経営統合契約書」を締結

創立当初の本店全景

昭和37年新築の本店全景

明治15年新築の本店全景

昭和3年新築の本店全景

平成4年完成の現本店全景

明治

昭和

大正

昭和

平成

ご案内
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● 店舗内キャッシュコーナー
店舗内キャッシュコーナーの営業について
◎印の店舗は「平日、土・日曜日、祝日」、○印の店舗は「平日、土曜日」、□印の店舗は「平日」のお取り扱いとなります。
なお、営業時間などの詳細は、最寄りの店舗にお問い合わせいただくか、当行ホームページ（http://www.daishi-bank.co.jp/）などでご確認ください。
※各店舗の左側にある数字は店番号です。

◎ 331 新津支店 〒956-0864 新潟市秋葉区新津本町2-4-15 0250-22-4111

◎ 333 白根支店 〒950-1217 新潟市南区白根3020 025-372-2161

◎ 337 亀田支店 〒950-0164 新潟市江南区亀田本町3-1-26 025-382-2141

◎ 338 小須戸支店 〒956-0101 新潟市秋葉区小須戸3402 0250-38-4111

◎ 339 新津南支店 〒956-0035 新潟市秋葉区程島1875-1 0250-24-6661

◎ 341 亀田駅前支店 〒950-0165 新潟市江南区西町3-5-36 025-382-5121

◎ 342 横越支店 〒950-0212 新潟市江南区茜ケ丘6-8 025-385-4444

◎ 345 巻支店 〒953-0041 新潟市西蒲区巻甲2208甲 0256-72-3151

◎ 346 大野支店 〒950-1111 新潟市西区大野町2892-1 025-377-3001

◎ 347 西川支店 〒959-0422 新潟市西蒲区曽根214 0256-88-3144

○ 348 月潟支店 〒950-1304 新潟市南区月潟1527 025-375-2715

● 新潟県下越地区
◎ 311 村上支店 〒958-0841 村上市小町4-6 0254-53-2121

○ 313 岩船支店 〒958-0051 村上市岩船上町3-1 0254-56-7611

○ 315 山北支店 〒959-3907 村上市府屋字大久保279-1 0254-77-3811

◎ 316 坂町支店 〒959-3132 村上市坂町字前島2486-7 0254-62-3141

◎ 321 新発田支店 〒957-0053 新発田市中央町3-1-5 0254-22-3171

◎ 324 新発田西支店 〒957-0061 新発田市住吉町3-4-28 0254-26-6411

◎ 325 中条支店 〒959-2645 胎内市本町3-34 0254-43-3323

◎ 327 水原支店 〒959-2021 阿賀野市中央町1-1-38 0250-62-4111

◎ 328 東港支店 〒957-0124 北蒲原郡聖籠町大字蓮野5956-4 025-256-4111

◎ 332 五泉支店 〒959-1865 五泉市本町1-2-33 0250-43-2101

◎ 335 津川支店 〒959-4402 東蒲原郡阿賀町津川3564 0254-92-2540

◎ 336 村松支店 〒959-1704 五泉市村松甲2145 0250-58-3711

◎ 349 吉田支店 〒959-0245 燕市吉田上町6-1 0256-93-3141

◎ 351 燕支店 〒959-1258 燕市仲町3-3 0256-63-3144

◎ 353 燕南支店 〒959-1277 燕市物流センター1-6 0256-64-3121

◎ 355 分水支店 〒959-0129 燕市地蔵堂本町2-5-4 0256-97-3211

● 新潟県中越地区
◎ 411 三条支店 〒955-0063 三条市神明町1-1 0256-34-4111

◎ 412 三条東支店 〒955-0063 三条市神明町1-1 0256-32-2221

◎ 413 三条北支店 〒955-0056 三条市嘉坪川1-31-4 0256-35-4411

○ 414 三条南支店 〒955-0842 三条市島田2-9-10 0256-34-7111

◎ 421 加茂支店 〒959-1372 加茂市本町1-27 0256-52-4111

◎ 422 見附支店 〒954-0053 見附市本町2-1-12 0258-62-4111

◎ 423 今町支店 〒954-0111 見附市今町1-7-13 0258-66-3111

● 新潟県新潟市内
◎ 200 本店 〒951-8066 新潟市中央区東堀前通七番町1071-1 025-222-4111

◎ 231 白山支店 〒951-8126 新潟市中央区学校町通二番町593 025-229-2241

◎ 234 古町支店 〒951-8063 新潟市中央区古町通五番町626 025-229-2541

◎ 236 小針支店 〒950-2013 新潟市西区小針が丘2-45 025-266-0177

◎ 237 内野支店 〒950-2112 新潟市西区内野町1036 025-262-4111

○ 238 酒屋支店 〒950-0324 新潟市江南区酒屋町字屋敷付523-1 025-280-3111

□ 239 県庁支店 〒950-0965 新潟市中央区新光町4-1
（新潟県庁西回廊）

025-285-7811

◎ 241 住吉町支店 〒951-8068 新潟市中央区上大川前通十二番町2699-6 025-222-2171

◎ 246 寺尾支店 〒950-2064 新潟市西区寺尾西2-1-3 025-268-3111

◎ 247 関屋支店 〒951-8146 新潟市中央区有明大橋町3-27 025-231-4121

◎ 248 坂井支店 〒950-2054 新潟市西区寺尾東2-25-8 025-269-4144

◎ 249 平島支店 〒950-2004 新潟市西区平島2-12-3 025-231-5151

◎ 251 沼垂支店 〒950-0075 新潟市中央区沼垂東3-1-10 025-245-6161

◎ 253 新潟駅前支店 〒950-0087 新潟市中央区東大通2-1-18 025-244-6141

◎ 255 臨港支店 〒950-0055 新潟市東区北葉町2-1 025-275-0391

◎ 256 松浜支店 〒950-3125 新潟市北区松浜本町2-5-14 025-259-2701

◎ 257 木戸支店 〒950-0861 新潟市東区中山2-23-9 025-271-4111

◎ 258 新潟中央市場支店 〒950-0114 新潟市江南区茗荷谷811-2 025-276-4455

◎ 259 南新潟支店 〒950-0916 新潟市中央区米山1-24 025-246-4141

◎ 262 河渡支店 〒950-0023 新潟市東区松園1-9-39 025-273-2141

◎ 263 卸新町支店 〒950-0863 新潟市東区卸新町2-848-17 025-274-3151

◎ 264 石山支店 〒950-0823 新潟市東区東中島2-5-16 025-276-2111

◎ 265 女池支店 〒950-0941 新潟市中央区女池5-3-18 025-285-5201

◎ 266 紫竹支店 〒950-0853 新潟市東区東明2-10-9 025-286-1421

◎ 267 大形支店 〒950-0891 新潟市東区上木戸2-3-12 025-271-2231

○ 268 鳥屋野支店 〒950-0982 新潟市中央区堀之内南1-33-26 025-241-8241

◎ 269 姥ケ山支店 〒950-0931 新潟市中央区南長潟15-20 025-286-7171

◎ 271 小針南支店 〒950-2022 新潟市西区小針4-13-10 025-265-2122

○ 273 流通センター支店 〒950-2031 新潟市西区流通センター3-3-4
（流通センター会館1階）

025-260-3121

◎ 274 出来島支店 〒950-0962 新潟市中央区出来島2-1-24 025-283-2211

○ 275 曽野木支店 〒950-1135 新潟市江南区曽野木2-8-21 025-283-8731

◎ 276 新崎支店 〒950-3134 新潟市北区新崎2-8-50 025-259-3611

◎ 277 西内野支店 〒950-2162 新潟市西区五十嵐中島5-20-8 025-261-4141

□ 281 新潟市役所出張所 〒951-8126 新潟市中央区学校町通一番町602-1
（新潟市役所内）

025-224-0483

◎ 284 物見山支店 〒950-0021 新潟市東区物見山2-30-20 025-274-4151

◎ 286 粟山支店 〒950-0843 新潟市東区粟山3-1-14 025-277-1881

◎ 287 新潟空港出張所 〒950-0001 新潟市東区松浜町3710 025-270-1243

◎ 326 豊栄支店 〒950-3321 新潟市北区葛塚3321 025-387-2151

（新潟空港新国際・国内旅客ターミナルビル1階）

ご案内

店舗のご案内 （2018年7月1日現在）

32 DAISHI REPORT 2018

【 第四銀行様 】　ディスクロージャー本誌 ［企画編］　2018年3月期（平成29年度期末）
○タテ297 × ヨコ210mm（A4）　○計36頁（表紙4頁＋本文32頁）　○表紙４c／本文４c　○無線綴

2018.07.18
入稿



各ローンセンター・コンサルティングプラザの営業について

平日 9:00～17:00

土・日曜日 10:00～17:00

休業日
祝日・振替休日
（※但し、祝日が土・日曜日にあたる場合は営業しております）
12月31日～1月3日、5月3日～5日

※土・日曜日の12:00～13:00はご相談の受付を一時休止いたします。

 長岡コンサルティングプラザ
〒940-0062　長岡市大手通2-8（長岡営業部内） TEL 0258-33-9401

 県央ローンセンター
〒955-0063　三条市神明町1-1（三条支店・三条東支店内） TEL 0256-35-6311

 出来島ローンセンター
〒950-0962　新潟市中央区出来島2-1-24（出来島支店内） TEL 025-283-2577

 新潟ローンセンター
〒951-8066　新潟市中央区東堀前通七番町1071-1（本店内） TEL 025-229-8161

 上越コンサルティングプラザ
〒943-0834　上越市西城町3-7-8（高田営業部内） TEL 025-524-7721

 長岡西ローンセンター
〒940-2103　長岡市古正寺町20-1（長岡西支店内） TEL 0258-28-1776

 新発田ローンセンター
〒957-0061　新発田市住吉町3-4-28（新発田西支店内） TEL 0254-26-5450

 新潟南ローンセンター
〒950-0916　新潟市中央区米山1-24（南新潟支店内） TEL 025-248-7540

● 新潟県外地区
東京都
811 東京支店 〒103-0022 東京都中央区日本橋室町1-6-5

（だいし東京ビル3階・4階） 03-3270-4441
812 池袋支店 〒170-0013 東京都豊島区東池袋3-4-3

（NBF池袋イースト10階） 03-3981-8221

神奈川県

 815 横浜支店 〒231-0005 横浜市中区本町4-40
（横浜第一ビル5階） 045-651-0361

埼玉県
□ 816 大宮支店 〒330-0844 さいたま市大宮区下町2-29

048-643-4141

北海道
821 札幌支店 〒060-0004 札幌市中央区北四条西4-1

（札幌日興ビル8階） 011-251-2181

福島県
○ 831 会津支店 〒965-0042 会津若松市大町1-9-24

0242-24-5111

富山県
841 富山支店 〒930-0004 富山市桜橋通り2-25

（富山第一生命ビル9階） 076-441-1471

大阪府
852 大阪支店 〒541-0052 大阪市中央区安土町1-8-15

（野村不動産大阪ビル12階） 06-4705-2111

愛知県
861 名古屋支店 〒460-0008 名古屋市中区栄4-14-31

（栄オークリッジ3階） 052-261-4121

※  東京支店、池袋支店、横浜支店、札幌支店、富山支店、大阪支店、名古屋支店はATMを設置し
ておりません。

◎ 424 西加茂支店 〒959-1383 加茂市旭町1-5 0256-53-2311

◎ 425 長岡南支店 〒940-0083 長岡市宮原2-10-6 0258-36-1818

◎ 426 長岡駅東支店 〒940-0048 長岡市台町2-1-16 0258-34-2211

◎ 431 長岡営業部 〒940-0062 長岡市大手通2-8 0258-35-5111

○ 432 神田支店 〒940-0052 長岡市神田町3-1-27 0258-35-3960

◎ 434 栃尾支店 〒940-0227 長岡市谷内1-3-31 0258-52-1111

○ 436 出雲崎支店 〒949-4307 三島郡出雲崎町大字住吉町534 0258-78-3121

◎ 438 長岡西支店 〒940-2103 長岡市古正寺町20-1 0258-28-1313

◎ 439 長岡新産センター支店 〒940-2127 長岡市新産2-1-4 0258-46-4211

◎ 441 柏崎支店 〒945-0055 柏崎市駅前2-3-4 0257-23-4111

◎ 442 柏崎東出張所 〒945-0055 柏崎市駅前2-3-4
（柏崎支店内）

0257-23-4111

◎ 443 柏崎南支店 〒945-1341 柏崎市茨目1-1-1 0257-22-4181

○ 445 西山支店 〒949-4143 柏崎市西山町和田748-2 0257-48-2321

◎ 451 小千谷支店 〒947-0021 小千谷市本町2-6-28 0258-83-3530

○ 452 東小千谷支店 〒947-0004 小千谷市東栄1-10-5 0258-83-4411

◎ 453 十日町支店 〒948-0082 十日町市本町3-365-1 025-752-4111

○ 455 堀之内支店 〒949-7413 魚沼市堀之内4114 025-794-2003

◎ 456 小出支店 〒946-0041 魚沼市本町1-14 025-792-1212

◎ 457 六日町支店 〒949-6680 南魚沼市六日町1818-2 025-772-2430

○ 458 塩沢支店 〒949-6408 南魚沼市塩沢1447-1 025-782-1144

◎ 459 湯沢支店 〒949-6101 南魚沼郡湯沢町湯沢1-1-6 025-785-5511

○ 516 松代支店 〒942-1526 十日町市松代3255-3 025-597-2005

● 新潟県上越地区
◎ 511 高田営業部 〒943-0834 上越市西城町3-7-8 025-524-2141

◎ 511 本町出張所 〒943-0832 上越市本町3-3-4 025-522-8741

◎ 514 稲田支店 〒943-0154 上越市稲田2-3-3 025-524-2147

○ 515 安塚支店 〒942-0411 上越市安塚区安塚769 025-592-3211

◎ 521 直江津支店 〒942-0061 上越市春日新田2-6-31 025-543-3731

◎ 522 新井支店 〒944-0043 妙高市朝日町1-10-7 0255-72-3141

◎ 523 直江津西支店 〒942-0004 上越市西本町3-8-62 025-543-6565

○ 525 柿崎支店 〒949-3216 上越市柿崎区柿崎6307 025-536-2247

○ 527 板倉支店 〒944-0131 上越市板倉区針898-1 0255-78-2411

◎ 531 糸魚川支店 〒941-0061 糸魚川市大町2-3-8 025-552-3911

○ 555 能生支店 〒949-1352 糸魚川市大字能生7021 025-566-3141

○ 556 青海支店 〒949-0305 糸魚川市大字青海34 025-562-2028

□ 582 上越市役所出張所 〒943-8601 上越市木田1-1-3
（上越市役所内）

025-525-6610

● 新潟県佐渡地区
◎ 611 両津支店 〒952-0011 佐渡市両津夷49 0259-27-2101

◎ 616 佐和田支店 〒952-1324 佐渡市中原474-1 0259-52-6111

○ 618 南佐渡支店 〒952-0504 佐渡市羽茂本郷200 0259-88-3939

ご案内
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